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提案・要望 
 

 

 千葉県県政の推進につきましては、平素から格別の御高配を賜り、厚く御礼 

申し上げます。 

我が国は現在、急速な少子高齢化の進展に加え、中長期的には経済活動の  

停滞が懸念される人口減少が見込まれるなど、これまでに経験したことのない

時代の変化の中にあります。 

また、２０２０年には、東京オリンピック・パラリンピックの８競技の県内 

開催を控え、県内経済の活性化はもとより、本県の魅力を世界にアピールする 

チャンスが巡ってきます。 

本県は、東京湾アクアライン、圏央道、成田国際空港、幕張メッセや風光明媚

な観光資源、全国に誇れる農林水産物など、これからの我が国の経済をけん引 

することができる資源や様々な魅力を有しています。 

本県を取り巻く環境の変化を新たな活力として取り込みつつ、こうした本県

の魅力を更に磨き上げ、持続可能な県政発展の基盤づくりに取り組むことが、 

本県、そして我が国全体を活性化させ、ひいては次世代に多くの恩恵をもたらす

ものと確信しております。 

このような観点から、本県の県政運営上、国との連携が特に重要な事項に   

関する提案・要望を取りまとめました。 

国の施策立案に当たり、これらの提案・要望の趣旨を実効性ある形で反映  

していただきますよう、特段の御配意をお願い申し上げます。 

 

 

平成２９年６月 

 

 

 

 

千葉県知事    森 田 健 作 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 
 

提案・要望先 内閣府、総務省、国土交通省 

文部科学省         

県担当部局  防災危機管理部       

 

【提案・要望事項名】 ①地震・津波対策に係る財政支援等 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 現在進めているＳ－Ｎｅｔ観測データの津波避難情報として配信等に 

ついて財政的・技術的支援を図ること。なお、将来的には、国が責任を   

もってＳ－Ｎｅｔのデータを活用したより詳細な地域ごとの津波浸水域・ 

浸水深、到達時間等の津波情報の配信を推進すること。 

２ 防災の観点から、避難所・避難場所となる防災拠点や公共施設への無料 

公衆無線ＬＡＮの整備の推進を図るため、財政的支援措置を拡充すること。 

３ 「首都直下地震対策特別措置法」に基づき県と市町村が策定する「地方  

緊急対策実施計画」や「特定緊急対策事業推進計画」の推進を図るための  

具体的な財政上の措置を講じること。 

【直面している課題・背景】 

○ 国は、東日本大震災を教訓に、千葉県から北海道の東日本沿岸の太平洋の

海底に地震・津波計（Ｓ－Ｎｅｔ）を設置し、観測を開始した。また、    

ＳＩＰ（戦略的イノベーション創造プログラム）のなかで、この観測データ

を活用し、より詳細な津波域や浸水深等を推定するシステムの開発を進めて

いる。 
津波から身を守るためには、地震・津波発生時に自分自身で判断し、迅速

かつ適切に避難行動を開始し、安全な場所に避難することが重要である。 

その際、詳細かつ正確な津波情報は、住民等の津波避難を支援し、津波被害

を軽減させる。 
しかしながら、現在の津波警報・注意報は、千葉県沿岸を千葉県九十九里・

外房、千葉県内房、東京湾内湾の三区分で津波高が発表されるなど、具体的

な津波避難情報としては不十分である。 
そこで、本県では、Ｓ－Ｎｅｔの観測データを詳細な津波避難情報として

沿岸市町村に配信する準備を進めている。  

○ また、国は２０２０年度の東京オリンピック・パラリンピックの開催に 

向けて、防災等の観点から約３万箇所の無料公衆無線ＬＡＮ環境の整備を 

目指しており、県内市町村における今後の整備予定は１，６６６箇所で全国

最多の状況である。訪日外国人観光客に対して災害情報を配信する上でも、

防災拠点となる避難場所・避難所等や被災場所となり得る公共施設における

通信手段の確保が求められている。 
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○ さらに、本県全域は、「首都直下地震対策特別措置法」に基づく緊急対策

区域に指定され、地震防災対策を迅速に推進することが求められている。 

しかしながら、同法では、都県や市区町村が「地方緊急対策実施計画」や  

「特定緊急対策事業推進計画」を作成し、必要な防災対策事業を実施して 

いくこととなるが、事業の実施に必要な財政措置が講じられていない。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 ②医療機関の耐震化の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
  災害に対する備えとして医療施設の耐震化を進めるため、現在の「医療 

提供体制施設整備交付金」における「医療施設等耐震整備事業」の補助制度

について、「医療施設耐震化臨時特例交付金」に準じた見直し（補助基準額

対象床面積、基準単価及び Iｓ値の引き上げ）を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 本県の病院の耐震化については、これまで「医療施設耐震化臨時特例  

交付金」を活用して進めてきたところであるが、当該交付金は平成２７年度

で終了し、平成２８年９月時点で実施率は７割にとどまっている。 
   現在は「医療施設等耐震整備事業」のみの運用となっており、平成２８ 

年度には国の二次補正予算による追加補助がなされたところであるが、 

耐震化にかかる事業者の費用負担が大きいことなどを理由に、整備が進ま

ない状況である。 

【参考１：医療提供体制施設整備交付金及び医療施設耐震化臨時特例交付金に

ついて】 
 医療提供体制施設整備交付金 

（医療施設等耐震整備事業） 
医療施設耐震化臨時特例交付金 

（平成２７年度に終了） 
補助実績 

（件） 

H26:１、H27:１、H28：１（明許繰越）  

※公立は対象外 

H26:6、H27:2 

※公立も対象 

対象 

①Is 値 0.6 未満の救急医療センター、 

二次救急医療施設等 

②Is値 0.4未満の二次救急医療施設等 

③Is値 0.3 未満の病院 

耐震性が不十分であると証明された

建物又は Is 値 0.6 未満の建物 

①災害拠点病院・救命救急センター 

②二次救急病院 

基準面積

及び単価 

・補助率 

①2,300 ㎡×37,900 円/㎡ 

②2,300 ㎡×179,900 円/㎡ 

③2,300 ㎡×179,900 円/㎡ 

補助率はいずれも 1/2 

①8,635 ㎡×276,000 円/㎡ 

補助率 0.7 

②8,635 ㎡×165,000 円/㎡ 

補助率 0.33～0.6 

※病床削減等の補助要件あり 
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【参考２：耐震改修状況調査(H28.9.１現在)における全 286 病院のうち耐震性

がない病院 79 の内訳】 

 全て耐震性なし 一部耐震性なし 耐震診断未実施 

救命救急ｾﾝﾀｰ  ２（0.3 未満）  

二次救急病院 ２（0.4 以上） １３（0.4 未満７、0.4 以上６） ３０ 

それ以外の病院 １（0.3 未満） ５（0.3 未満１、0.3 以上４） ２６ 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（１）災害対応への財政支援等 
 

提案・要望先 文部科学省 

県担当部局  総務部   

 

【提案・要望事項名】 ③私立学校施設の耐震化の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 私立学校施設の耐震化の取り組みに必要な予算を優先的に、十分確保し、

補助制度の拡充（国庫補助率や補助単価の引上げ）を図ること。 

２ 私立幼稚園の改築に係る補助金について、実際の事業費と補助対象事業費

算定額が大きくかけ離れており、学校法人の負担が大きいものとなっている

ので、補助対象事業費の算定を見直すこと。 

３ 平成３０年度までとなっている高等学校等の耐震改築事業費補助制度を

延長すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 私立学校施設は、幼児・児童・生徒が一日の大半を過ごすとともに、非常

災害時には地域住民の避難所としての役割を果たしていることなどから、 

私立学校施設の安全確保は喫緊の課題となっている。 

 ○ 千葉県の私立学校における平成２８年４月１日現在の耐震化率は、  

８６．２パーセントとなっており、継続した取組が必要となっている。 

 ○ 特に私立幼稚園の耐震化率は８２．２パーセントと低く、取り組みが  

遅れている。 

 【参考：私立学校の耐震化率】           （H28.4 月現在） 

 千葉県（私立） 全国平均（私立） 千葉県（公立） 

幼稚園 ８２．２％ ８６．６％（幼保含む） ９６．１％ 

小学校 １００．０ ９７．０ 
９９．３ 

中学校 ９５．０ ９４．６ 

高校 ９２．３ ８４．４ ９８．８ 

合計 ８６．２ ８６．４ ９９．２ 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ①千葉港等における耐震強化岸壁の整備促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

地域防災力強化のため、社会資本整備総合交付金（防災・安全）及び直轄

港湾整備事業を活用し、震災時の緊急輸送物資の受入れを目的とする耐震 

強化岸壁の整備を促進すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 首都直下地震等の切迫性が指摘されている中、特に膨大な人口を抱える

首都圏では、大規模地震発生時に緊急物資等の輸送や物流機能の確保に 

資する「耐震強化岸壁」の整備が急務である。 

○ 本県では、千葉港及び木更津港の港湾計画に耐震強化岸壁を位置付け整備

を進めているところであるが、未だ、整備目標に達しておらず事業促進が 

喫緊の課題となっている。 
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【参考：県内港湾における耐震強化岸壁の整備状況】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 
【提案・要望事項名】 

②国の直轄事業化導入による千葉港海岸船橋地区の高潮対策促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

千葉港海岸船橋地区は、背後のゼロメートル地帯に都市機能や人口が集積 

しており、高潮による被害を受けた場合、甚大な影響が及ぶことから、水門

や排水機場を含む大規模改修が必要となる箇所については、国の直轄事業化

導入により緊急に整備を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 千葉港海岸船橋地区では、背後地の都市化が進展し企業の立地及び人口

の集積化が顕著かつ公的重要施設の立地も図られているところだが、背後

にゼロメートル地帯を抱えているため、台風等の低気圧に起因する高潮 

から、人命や財産を防護する海岸保全施設の重要性が非常に高い地区と 

なっている。 

○ しかしながら、多くの海岸保全施設が昭和４０年代に築造され老朽化が 

著しいことから、耐震性の確保を含め早急な施設改修が喫緊の課題となって

いる。 

○ 現在、本県にて高潮対策事業を実施しているが、水門や排水機場を含む 

大規模改修には膨大な事業費及び高度な技術力が必要なため、国の直轄  

事業化を導入し早急な対応が必要である。 

【参考：千葉港海岸船橋地区 直轄事業化箇所図】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省、農林水産省 

県担当部局  県土整備部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】 ③河川・海岸等における津波・耐震・水害対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 津波・耐震対策については、港湾、海岸、河川、漁港等の多くの施設に   

おいて整備が必要となること、また、早急な対応が必要であることから、  

多大な事業費を要するため、更なる財政的支援を充実させること。 

２ 普通河川については、ゲートや機場等の付帯施設を含め、国の財政的  

支援による津波・耐震対策事業が実施できるよう制度を早急に構築する  

こと。 

３ 水害対策を一層推進させるために必要な予算の確保を継続的に行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東日本大震災により河川・海岸等に大きな被害を受けた本県は、九十九里

沿岸をはじめとする各地域の津波対策について見直しを行い、その結果を

踏まえて順次整備事業を進めているところである。今後、復興事業の完了に

伴い、負担の大幅な増額により、対策の減速が懸念される。 

○ 津波・耐震対策のためには、港湾・海岸・河川・開口部となる漁港等の   

多くの施設において整備が必要となるが、そのために要する膨大な事業費を

どのように確保するかは大きな課題である。 

○ 法的位置付けのない普通河川は、地方分権の流れの中で国から市町村に 

移管されたものであるが、津波を想定した支援制度がない中、地方自治体が

対策を進めることは困難であり、千葉県では実際に、犠牲者や浸水被害が 

あったにもかかわらず、現在、津波対策を講じるための財政的支援制度が 

十分でない状態である。 

○ 平成２５年１０月に発生した台風２６号により、本県の多くの河川が氾濫

したことから、河川整備の一層の推進が求められている。こうした中、本県

の河川整備率は約５７％（平成２７年度末時点）と今後も整備の必要があり、

このための継続的な予算確保は大きな課題であるが、国の重点配分箇所に 

該当しない河川は予算配分が極めて少ない。（内示率約４９％） 
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【参考：九十九里浜沿岸の津波対策（位置図）】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ④水門操作に係る安全性の確保に対する財政支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

津波被害を最小限に抑えるため、津波発生時に迅速、かつ、確実に水門を

閉鎖し背後地の浸水被害を防止するとともに、水門操作員の安全を確保する

ため、既設の水門の自動閉鎖や遠隔操作等の改良を速やかに行う必要がある

ことから、国として海岸保全施設と同様に河川の既設水門の改良について、

財政支援を講じること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東日本大震災において、水門の閉鎖作業に携わった消防団員等が相次 

いで津波に巻き込まれ尊い命を落としたことから、現状では、水門操作の  

確実性と作業の安全性が確保されているとは言い難い。また国は、「津波 

対策の推進に関する法律（平成２３年法律第７７号）」を平成２３年６月 

２４日に施行し、「海岸及び津波の遡上が予想される河川の水門等について、

津波が到達する前の自動的な閉鎖又は遠隔操作による閉鎖などの改良」を

規定したところである。 
   県では、河川、海岸に設置されている水門等の自動化や遠隔操作化等の 

改良に一部着手した。 
   しかし、現在これらの改良を推進するための国の財政的支援は、海岸保全

施設等に限られ、対策の完了までには長期間を要する。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 
【提案・要望事項名】 

⑤土砂災害警戒区域等の指定に係る基礎調査費の地方負担の軽減 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
都道府県が実施する基礎調査に係る国費率の引き上げを図ること。 

【直面している課題・背景】 
 
○ 土砂災害防止法に基づく土砂災害防止の対策を講ずるため、県が地形や 

土地の利用状況などを調査する基礎調査を実施し、土砂災害が発生する恐れ

がある土地の区域を土砂災害警戒区域等として指定している。 

○ 千葉県では、土砂災害のおそれのある箇所が約１万箇所と多いことから、

がけ地の人家が多い箇所や崩落履歴がある箇所などの基礎調査を優先的に

進め、これまでに約半数の箇所を終えたところであり、平成３０年度末の 

基礎調査の完了を目標に、取り組んでいくこととしている。 

○ また、平成３１年度以降は、既に区域指定がなされた箇所において、地形

の改変等が行われているかどうかを確認し、必要に応じて区域指定の変更を

行うこととしており、今後も引き続き基礎調査を実施するための費用が必要

な状況である。 

○ しかしながら、基礎調査に要する費用の３分の２を県が負担している  

ところであり、県の負担が大きいことから、基礎調査の進捗が図れないこと

が課題である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 
【提案・要望事項名】 

 ⑥水防法改正に係る浸水想定区域図作成費等の地方負担の軽減 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

都道府県の実施する浸水想定区域図の作成等に係る交付金の交付要件の

緩和、地方負担に対する起債充当、特別交付税の充当など財政支援の拡充を

図ること。 

【直面している課題・背景】  
○ 千葉県では、水位周知河川の２５河川について、河川整備において基本と

なる降雨を前提とした洪水浸水想定区域を指定している。今般、平成２７年

７月付け水防法の一部改正により、この２５河川について、想定し得る最大

規模の降雨を前提とした洪水浸水想定区域に拡充して公表する必要がある。 

さらに、東京湾における高潮被害を最小限に抑えるため、新たに、最大  

規模の台風を前提とした高潮浸水想定区域の作成及び公表する必要がある。 

○ 現在、防災・安全交付金による財政支援を実施されているところではある

が、洪水、高潮特別警戒水位の設定、浸水想定区域の指定、水位情報の収集・

周知には、多額の費用が見込まれ、都道府県の負担が大きい。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（２）災害に強い社会基盤整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ⑦道路ネットワークの機能強化のための支援  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 首都圏における緊急輸送道路の基幹として、広域的な救援・救護活動や 

救援物資の輸送等に重要な役割を担う首都圏中央連絡自動車道などの  

高規格幹線道路の整備促進を図ること。 

 

２ 緊急輸送道路網を機能させるため、地域の骨格を形成する国県道の整備を

推進するとともに、橋梁の耐震化や斜面対策等を早急に推進することが必要

であることから、道路の整備や維持管理に要する予算の確保を図ること。 

 

【直面している課題・背景】  
○ 東日本大震災では、救援・救護活動や救援物資の輸送等に当たり道路  

ネットワークの重要性が再認識されたところであり、今後は、災害時に  

おける代替性や多重性の確保など、防災面における機能強化が必要である。 

○ 本県においても、道路構造物に甚大な被害が発生したことから、今後  

発生が想定される地震に対する被害を最小限にとどめるため、道路構造物の

耐震化等防災・減災対策の強化を進める必要がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 
 

提案・要望先 環境省     

県担当部局  防災危機管理部 

 
【提案・要望事項名】 

①除染により生じた汚染土壌の処分に関する早急な対処 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

除染等の措置により生じた除去土壌の処分に関する基準を早急に策定 

するとともに、その最終処分場の確保に関する具体的な方向性を示すなど、

除去土壌の処分について国が責任を持って対処すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 「放射性物質汚染対処特措法」によると、国が事故由来放射性物質による

環境の汚染への対処に関し、必要な措置を講じ、除染により生じた除去土壌

の処分については、環境省令で定める基準に従うこととされた。 

 ○ しかしながら、除去土壌の処分については、その基準がいまだ定められて 

おらず、各自治体が大量の汚染土壌を仮置きせざるを得ない状況にある。 

 ○ 除去土壌の最終処分場の確保等は、同法に基づく基本方針において「国が

責任をもって行うものとする」としながら、何らその方向性が示されて  

いない。 
 
【参考：県内の除去土壌（９８，０９５ ㎥、１，６３０箇所）の保管状況】  

保管量 箇所数  保管量 箇所数 

松戸市 １０，１５６ ㎥ ３２７ 我孫子市 １３，４４２ ㎥ １７１ 

野田市 ５，４３４ ㎥ ２５ 鎌ケ谷市 ５６６ ㎥ １３ 

佐倉市 １，６６８ ㎥ ２３ 印西市 ５，４３２ ㎥ １９１ 

柏市 ４５，６５２ ㎥ ６１１ 白井市 ６９５ ㎥ ４２ 

流山市 １５，０５１ ㎥ ２２７   

※ 各施設内や、市が設置した仮置き場などに、保管されている。 
※ 県保管分（約７，０００㎥）は、各施設の所在市の保管量に含まれている。 
※ トン単位で報告のあった市は、１立方メートル＝１．７トンに換算。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 
 

提案・要望先 環境省、農林水産省         

県担当部局  環境生活部、農林水産部、県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ②事故由来放射性物質を含む廃棄物の処理 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 市町村等が保管している指定廃棄物を、国の責任において、安全・安心  

かつ速やかに処理を行うこと。なお、指定廃棄物の保管費用等は、国が責任

をもって負担すること。 

２ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物の処理方法や、その   

安全性について、国民に広く説明を行うなど、廃棄物の処理が円滑に進む 

よう対策を講ずること。 

【直面している課題・背景】  
１ 指定廃棄物について 
 ○ 国は、福島第一原子力発電所事故由来の放射性物質を含む廃棄物に  

ついて、放射性物質汚染対処特措法に基づく取組を進めているところで 

ある。 

○  しかし、指定廃棄物の処理については、長期管理施設の詳細調査候補地

が提示されたものの、調査に入れない状況であり、県民の不安はいまだ  

払拭されていない。 
 
２ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物について 
 ○ 放射性物質濃度が８，０００Bq/Kg 以下の廃棄物については、一定の処理

基準を守った上で、既存の最終処分場で安全に処分できるとされている。 

○ しかし、現状は周辺住民の不安などにより、依然として最終処分が難しい

状況であり、特に農林業系副産物は、生産者の敷地に保管されている事態が

長期化している。  
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

１ 防災対策の推進 

（３）放射性物質に対する県民の安全・安心の確保 
 

提案・要望先 環境省   

県担当部局  健康福祉部 

 
【提案・要望事項名】 

 ③子ども被災者支援法に基づく基本方針に係る施策の着実な実施 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
  子ども被災者支援法に基づく基本方針により、疾病罹患動向の把握など  

具体的な取組を、国の責任のもと、着実に実施すること。 

【直面している課題・背景】  
○  平成２４年６月に制定された「東京電力原子力事故により被災した  

子どもをはじめとする住民等の生活を守り支えるための被災者の生活 

支援等に関する施策の推進に関する法律」に基づき、国は平成２５年１０

月に「被災者生活支援等施策の推進に関する基本的な方針」（以下、「基本 

方針」という。）を閣議決定した。 

○  この基本方針により、国は放射線による健康への影響調査、医療の提供

等について、福島県及び福島近隣県の被ばく線量の推計・把握・評価を  

行うこととされ、さらに平成２７年８月に基本方針が改定され、福島県 

及び本県を含む福島近隣県における疾病罹患動向の把握等に取り組む   

とされた。 

○  本県では、汚染状況重点調査地域である９市のうち、６市において住民

の健康影響への不安軽減のため、甲状腺検査等が実施されている。 

○  現在、国は「福島県内外での疾病罹患動向の把握に関する調査研究」を  

平成２７年度より研究期間３年を目安に実施しているところであり、今後

とも本調査及びその結果を踏まえた取組が進められていく必要がある。 
  



18 
 

平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

２ くらしの安全・安心 

（１）治安・防犯体制の強化 
 

提案・要望先 警察庁、総務省、財務省 

県担当部局  警察本部        

 

【提案・要望事項名】 ①警察官の増員 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 依然として厳しい治安情勢に的確に対処するとともに、東京オリン   

ピック・パラリンピックの成功に向けて、警察官を増員すること。 

２ 警察官一人当たりの業務負担が全国でも極めて重いことに加え、国際海空港

を擁する特殊事情に鑑み、千葉県警察官の増員に配慮すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 本県の治安情勢は、刑法犯認知件数は１４年連続で減少しているものの、

ストーカー事案、配偶者からの暴力事案、特殊詐欺の認知件数は依然   

として高水準で推移しており、子供・女性・高齢者が被害者となる事案が

後を絶たない状況にある。加えて、２０２０年東京オリンピック・パラ  

リンピック競技大会では、幕張メッセ及び釣ヶ崎海岸での一部競技の開催

が決定しており、成田国際空港を擁する本県には、多くの要人、選手団、

観客等の来訪が見込まれる。 

このような中、国際テロ情勢の悪化やサイバー空間の脅威の増大に的確

に対処するとともに、薬物・銃器密輸事犯や外国人の不法入国・密航事犯等

に対する水際対策を強力に推進することは、我が国の治安を維持する上で

極めて重要である。 

○ 本県においては、平成１３年度以降２，０５４人の警察官の増員を得た 

ところであるが、警察官一人当たりの負担は、人口、刑法犯認知件数、   

１１０番受理件数のいずれにおいても、全国で極めて重い状況が続いている

ことから、安全で安心な県民生活を確保するとともに、２０２０年東京  

オリンピック・パラリンピック競技大会の成功に向けては、警察官の増員に

よる人的基盤の強化が不可欠である。 
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【参考：平成２８年の千葉県警察官一人当たりの負担状況】 

 

 

 

 

 

 

 

  

埼 玉 滋 賀 長 野 千 葉 宮 城

644 632 630 628 627

埼 玉 大 阪 千 葉 茨 城 愛 知

6.11 5.83 5.74 5.53 5.31

大 阪 埼 玉 千 葉 滋 賀 福 岡

0.084 0.072 0.071 0.059 0.057

茨 城 千 葉 愛 知 三 重 栃 木

1.200 0.754 0.683 0.641 0.579

沖 縄 愛 知 神 奈 川 埼 玉 千 葉

60.02 49.08 48.03 47.20 45.54

順　　位
1 2 3 4 5

区　　分

警
察
官
一
人
当
た
り
の
負
担

人 口

刑 法 犯 認 知 件 数

重 要 犯罪 認知 件数

重要窃盗犯認知件数

１ １ ０ 番 受 理 件 数
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

２ くらしの安全・安心 

（１）治安・防犯体制の強化 
 

提案・要望先 警察庁、総務省、財務省  

県担当部局  防災危機管理部、警察本部 

 
【提案・要望事項名】 

②テロ対策の充実・強化 
 
【具体的な提案・要望内容】 

１ 東京オリンピック・パラリンピック競技大会を見据え、官民一体となった

「日本型テロ対策」の充実・強化を図ること。 

２ 我が国を取り巻く国際情勢の変化に対応するため、警察における事態対処

能力の強化に向けて、人的・物的基盤を強化すること。 

３ テロ災害に対応する各種装備資器材の充実強化を図ること。 

【直面している課題・背景】  
○ 最近の国際テロ情勢は、世界各地でテロが相次いで発生し、一層厳しい

状況に直面している。平成２７年１月及び２月に発生したシリアにおける

邦人殺害テロ事件、３月に発生したチュニジアにおけるテロ事件、７月に

発生したバングラデシュにおける邦人殺害事件を始め、現実に邦人がテロ

の犠牲となる事件が発生しており、今後も同様の事案が発生する可能性は 

否定できない。 

〇 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会では、幕張メッセ

及び釣ヶ崎海岸での一部競技の開催が決定しており、成田国際空港を擁する

本県は、多数の要人、選手団、観客等の受け入れが見込まれる。また、県内

に大規模集客施設等のソフトターゲットが多数所在すること等を踏まえる

と、警察における事態対処能力の強化と自治体、民間事業者、地域住民等の

連携による官民一体の「日本型テロ対策」を強力に推進することが喫緊の 

課題となっている。 

 ○ サイバー攻撃をめぐる情勢では、重要インフラの基幹システムを機能 

不全に陥れ、社会の機能を麻痺させるサイバーテロや情報通信技術を  

用いた諜報活動であるサイバーインテリジェンスといったサイバー攻撃が

世界的規模で頻発している。特に、オリンピック・パラリンピック    

リオデジャネイロ競技大会では、前ロンドン大会に観測された以上の  

サイバー攻撃が確認されており、サイバー空間の脅威に対する対処能力の

向上が不可欠となっている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

２ くらしの安全・安心 

（２）地方消費者行政充実のための国の支援 
 

提案・要望先 内閣府   

県担当部局  環境生活部 

 

【提案・要望事項名】 地方消費者行政充実のための国の支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
 地方消費者行政の充実が引き続き図られるよう、地方に対する長期的な 

支援の方向性を示した上で、必要な財源を継続的に十分確保するとともに、

交付金については、地方の実情に応じた柔軟な活用を可能とすること。 

【直面している課題・背景】  
○ 本県では、地方消費者行政活性化交付金を原資とした基金及び地方消費者

行政推進交付金の活用により、消費生活相談窓口の設置・拡充、消費生活  

相談員等のレベルアップなどに取り組んでいる。これにより基金活用前の 

平成２０年度には１７箇所であった市の消費生活センターが３１箇所に 

増えるなど、着実に成果を上げている。 

○ しかしながら、消費生活相談員の配置がないなど、相談体制が不十分な  

市町村も依然として多い状況であり、相談体制の整備を図る必要がある。 

また、相談体制が整備されている市町村についても、その体制を維持･拡充

していく必要がある。そのため、今後も引き続き市町村への財政支援が  

不可欠な状況である。 

○ このような状況の中、国においては、平成２１年度に創設した基金制度に

加え、平成２７年度からの単年度ごとに予算措置される交付金制度を創設し、

現在は活用目的に応じた２つの制度がある。基金制度は平成２９年度に終了

し、平成３０年度からは交付金制度のみとすることとしている。 

○ また、この交付金制度は、対象事業が平成２９年度までに新たに開始した

事業に限られ、更に交付期間の終期が事業ごとにあらかじめ設定されている。

このため、将来的な財源措置に対する不安から、相談体制の確保・拡充や  

専門性の高い相談に対応するための研修の実施などについて、新たな取組を

見合わせる市町村や、現在実施中の事業について今後の継続を懸念している

市町村がある。 
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 （単位：人） 

  

  

Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２０ Ｈ２２ Ｈ２４ Ｈ２６ 

   増減   増減  増減  増減  増減 

全 国 201.0  206.3  +5.3 212.9  +6.6 219.0 +6.1 226.5 +7.5 233.6 +7.1 

千葉県 
146.0  153.5  

+7.5 
161.0  

+7.5 
164.3 

+3.3 
172.7 

+8.4 
182.9 

+10.2 
（45 位) (45 位) (45 位) (45 位) (45 位) (45 位) 

平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 
 

提案・要望先 厚生労働省、総務省 

県担当部局  健康福祉部     

 

【提案・要望事項名】 ①医師の養成・確保対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 喫緊の課題である医師等の養成・確保を図るため、地域医療介護総合確保

基金等の財政措置の拡充及び柔軟な運用を行うとともに、継続的に事業を 

実施できるよう、将来にわたり十分な財源の確保を行うこと。 

２ 医師の地域偏在、診療科偏在を改善するため、医師が不足している地域や

診療科に配慮した臨床研修制度の構築などの制度的対応を図ること。 

３ 要望のある自治体については、自治医科大学の入学枠が３名以上となる 

よう、入学定員の増員をさらに図ること。 

４ 新たな専門医制度の創設に当たっては、医師の地域偏在及び診療科偏在の

改善につながるよう、国としても配慮すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 本県においては、人口１０万当たりの医師数が全国４５位と低く、医師の

絶対数の不足や産科などの診療科偏在や地域偏在も続いていることから、

医師の養成・確保は喫緊の課題となっている。 

○ 国においても、医学部定員の増加や関係職種間の役割分担の見直しを 

進めているが、医師不足や産科をはじめとした診療科偏在・地域偏在を  

抜本的に改善するためには、更なる制度的対応が必要であるとともに、  

十分な財政支援措置が欠かせない。 

○ また、医師の質の向上と良質な医療の提供を目的とした新たな専門医 

制度の仕組みが円滑に構築されるためには、地域医療へ配慮した養成プログ

ラムであることや、専門医を適正に配置させることが重要である。 

【参考：千葉県の人口１０万対医師数の推移】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 
 

提案・要望先 厚生労働省、総務省 

県担当部局  健康福祉部     

 

【提案・要望事項名】 ②医療体制の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 救命救急センターに対し、運営の実態に見合った地方交付税や補助金等の

財政支援措置を実施すること。 

２ ドクターヘリについて、出動の実績に見合った財政支援措置と、運航に 

必要な備品等も補助の対象となるよう、制度の拡充を行うこと。また、   

ドクターヘリの機能を補完するドクターカーの整備や運行に必要な費用に

対する財政支援措置の拡充を行うこと。 

３ 医療提供体制推進事業費補助金や医療提供体制施設整備交付金について､

安定的な予算の確保を行うこと。 

４ 災害医療協力病院として地域の２次救急を担う医療機関の災害医療体制

の整備に対し、災害拠点病院と同様の補助金等の財政支援措置を創設する 

こと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 重篤救急患者を２４時間体制で受け入れる救命救急センターは、専門 

知識を有する医師の配置や高度医療機器等の整備が必要であり、不採算 

事業となりやすい。 

   その運営に対して、補助金や地方交付税等による財政支援措置が行われ

ているが、経営の実態に見合っておらず、病院の負担が課題となっている。 

○ 医師等が現場に急行して治療を開始し、患者を医療機関に搬送する   

ドクターヘリについて、平成２８年度に基準額が増額されたものの、出動  

回数の実態に見合った運営費補助がなされていない。 
   また、搭乗する医師・看護師が着用する装備等、ドクターヘリの運航に 

必要な備品等に対する補助制度がない。 

○ ドクターヘリが運航できない夜間や悪天候時等に、これを補完する   

ドクターカーを救命救急センターで有しているが、運営費に対する補助金が

実態に見合っていない。 

○ 医療提供体制の充実・強化を図るため、医療機関の運営費や施設・設備  
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整備費に対し支援を行う「医療提供体制推進事業費補助金」等について、  

医療機関から要望のあった額を満たしておらず、各事業に対する補助金を 

減額している状況にある。 

○ 平成２４年３月に国から通知された災害医療体制の充実強化及び保健 

医療計画の改定指針において、地域全体で対応することとされており、本県

では、災害拠点病院や２次救急医療機関が連携して災害医療体制を整備して

いるが、災害拠点病院以外には補助制度がない。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（１）医療の充実 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 ③将来の医療需要に対応した医療機能の確保促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 今後、特に不足の見込まれる回復期機能を担う病床や在宅医療体制の整備

が、必要な地域で速やかに進むよう、適切な診療報酬の設定等、国において

も積極的にその役割を果たすこと。 

２ 地域医療構想の実現に向け、病床機能報告における病床機能について、 

より具体的かつ定量的な基準を定めること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 平成２５年度から平成３７年にかけ、千葉県の入院患者数は約１．３倍、

在宅医療等需要は約１．８倍に急増し、その後も平成４７年頃まで増加が 

続くと見込まれる。入院医療については、特に、回復期機能を担う病床が 

大きく不足すると見込まれている。 

 ○ このため、本県においては、医療機関の自主的な取組を踏まえ、地域医療

構想調整会議を活用した医療機関相互の協議により、その役割分担を促進

するとともに、こうした取組を実効性のあるものとするため、地域医療介護

総合確保基金を活用し、病床機能の転換に要する施設整備への補助や、在宅

医療従事者を含む必要な医療従事者の確保・定着対策等に取り組んでいる。 

 ○ しかしながら、地域の医療提供体制は、診療報酬などの国の定める制度に

大きく影響されるため、医療機関の自主的な取組や基金での誘導だけで 

将来の医療需要に対応した医療機能を確保することには限界がある。 

 ○ また、病床機能報告については、その報告基準が定性的なものであること

から、この結果をもって機能転換等を判断することは困難であるとの意見

が地域医療構想調整会議で多く寄せられている。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



26 
 

【参考１：医療需要の将来推計（千葉県）】 

      

 

 

 

 

 

 

 

【参考２：必要病床数と病床機能報告との差（千葉県）】 

 

 

 

 

  

病床機能 
必要 

病床数 

病床機能 

報告（H27） 
差 

高度急性期 5,650 4,664 ▲986 

急性期 17,851 25,916 8,065 

回復期 15,260 4,503 ▲10,757 

慢性期 11,243 10,988 ▲255 

計(休棟等含む) 50,004 46,773 ▲3,231 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（２）国民健康保険の持続可能な安定的運営に向けた財政基盤の確立 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 

 国民健康保険の持続可能な安定的運営に向けた財政基盤の確立 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 今後の医療費の増嵩を見据え、国民の保険料負担の平準化に向け、財政 

支援の方策を講じ、将来にわたり持続可能な国民健康保険制度を構築する 

ための財政基盤を国の責任において確立すること。 

 

２ 公費支援の拡充は、都道府県間の所得や医療費の格差の調整など既存の 

補助制度の拡充ではなく、国民健康保険の財政基盤強化に資する方法による

こと。 

３ 被用者保険と比べ、特に子育て世帯の保険料負担が重いことから、均等割

により子どもに対しても一律に適用されている保険料のあり方を見直す 

などの措置を行うこと。 

４ 子ども医療費助成事業や重度心身障害者医療費助成事業等の地方単独 

事業の実施に伴う国民健康保険の国庫負担金減額調整措置を全面的に廃止

すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 全国第２位のスピードで高齢化が進む本県は、全国平均を上回る水準で

医療費が伸びており、また近年における高額薬剤の使用増の影響などから、

急速な国保財政の悪化が懸念される。 
 
○ 平成３０年度からの制度改正により公費拡充は行われるが、他の医療  

保険制度に比べて、年齢構成が高いため医療費が高く、所得水準が低いため

保険料負担が高い、国保の構造的な課題は解消していない状態である。 

○ 特に、国保は、被用者保険と異なり、保険料算定にあたり被保険者割を  

採用しており、所得のない子どもにも保険料は賦課されることから子育て 

世帯の保険料負担は重くなっている。 

○ 地方の自主的な取組を阻害するとして廃止を要望していた、地方単独事業

にかかる国保の減額調整措置については、平成３０年度から未就学児の医療



28 
 

費助成を対象とした措置は廃止されるものの、その他の措置は引き続き行わ

れる。 

【参考：国民健康保険一人当たりの医療費（全国平均、千葉県）】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（３）介護需要への対応 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 ①介護人材の確保・定着対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 介護職員の処遇改善については、当該職員の給与改善に確実につながる 

ことが担保される仕組みを構築した上で、恒久的な制度として整備すると 

ともに、国において必要な財源を措置すること。 

２ 介護人材の確保・定着に資するため、マスコミを活用したキャンペーン 

など、全国的かつ効果的な取組により、介護の職場のイメージアップを図る

こと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 高齢化の進展による一層の介護ニーズの増大が見込まれる中で、「精神

的・肉体的に重労働できつい」といった介護職場のマイナスイメージのみが

クローズアップされがちである。 

○ 平成２９年度からは、介護職員処遇改善加算について、介護職員の経験、

資格又は評価に応じた昇給の仕組みを構築した事業者に対して、新たな上乗

せ評価を行う加算が設けられたが、高齢者の介護等を支える労働者の賃金水

準は、他産業の労働者と比べて低いことに加え、離職率及び有効求人倍率は

高いことなどから、介護保険サービスを担う施設・事業所では、必要な職員

の確保が大変厳しい現状にある。 

 ○ 団塊の世代が７５歳以上となる２０２５年には、本県の介護職員は  

約２万３千人が不足すると見込まれており、介護人材の確保・定着は喫緊の

課題となっている。 

【参考１：介護労働者の賃金（月給）の状況】 （単位：千円） 

 千葉県 全 国 

全  体 230.6 217.7 

 介 護 職 員 214.5 198.6 

訪 問 介 護 員 201.6 191.7 

全 産 業 306.0 304.0 
※平成 27 年介護労働実態調査 ※全産業：平成 27 年賃金構造基本統計調査 
※介護労働者とは、訪問介護員、介護職員、サービス提供責任者、看護職員、 
介護支援専門員、生活相談員等をいう。 
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【参考２：離職率の推移】                      （単位：％） 

 H24 H25 H26 H27 

介護職員等（千葉県） 18.5 16.4 18.0 20.8 

介護職員等（全国） 17.0 16.6 16.5 16.5 

全 産 業 （ 全 国 ） 14.8 15.6 15.5 15.0 

※介護職員等：介護労働実態調査  ※全産業：雇用動向調査 

※介護職員等とは、訪問介護員及び介護職員（看護職を除く）をいう。 

【参考３：千葉県における有効求人倍率の推移】        （単位：倍） 

職 種 H25 H26 H27 H28 

介 護 関 連 職 種 1.65 2.28 2.88 3.24 

全 職 種 0.58 0.75 0.83 0.93 

  ※千葉労働局からの聞き取り（各年 4 月の数値） 

 

  



31 
 

平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

３ 医療・福祉の充実 

（３）介護需要への対応 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 ②特別養護老人ホーム等介護サービス基盤整備の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 県や市町村では、介護サービスの提供体制の充実及び基盤整備を継続して

いく必要があることから、地方財政措置を拡充、若しくは新たな支援策等を

講じること。 

２ 地域医療介護総合確保基金事業においては、助成対象に併設ショート  

ステイを加える等の拡充や、助成単価の増額を行うなど、支援の一層の充実

を図ること。 

また、今後も安定的・継続的な支援制度とするとともに、その充実を図る

こと。 

【直面している課題・背景】  
○ 高齢化が急速に進む本県では、都市部を中心に要介護高齢者が急増するこ

とが見込まれており、介護サービス基盤の整備が急務となっている。 

そのため県では、市町村とともに特別養護老人ホームや認知症高齢者   

グループホーム等の介護サービス基盤の整備を進めているが、特別養護老人 

ホームの待機者数は依然１万人を超えるなど、増大する介護需要にサービス 

供給体制の整備が追いついていない状況である。 

広域型特別養護老人ホーム整備については、都道府県交付金が廃止され、 

地方財政措置が行われているところであるが、元利償還時の交付税措置が 

当初よりも縮減され、これ以上の縮減は財源の確保に支障が生じ、必要な 

整備が困難になるおそれがある。 

○ 地域密着型特別養護老人ホーム等の整備や施設の開設準備経費等への 

助成については、全額国費である「介護基盤緊急整備等臨時特例交付金」  

及び「介護職員処遇改善等臨時特例交付金」が平成２６年度末に終了した。

平成２７年度から移行した「地域医療介護総合確保基金事業」では、    

都道府県が事業費の３分の１を負担する形に制度が変更されたため、厳しい

財政状況の中、事業進捗の遅れが懸念されるところである。 

一方、今後も東京オリンピック・パラリンピック開催に伴う公共投資の 

増大等により更なる建築工事費の高騰が見込まれることから、実質的な  

補助率の低下による事業者負担の増大も懸念されるところである。 
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特に、地域密着型特別養護老人ホームの整備においては、併設ショート  

ステイの整備に対する補助が無く、助成が十分でないことや、経営規模が  

小さく、スケールメリットが働かないことなどから、施設整備の際の借入金

の返済が施設経営において大きな負担となっている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

４ 環境対策の推進 

（１）印旛沼・手賀沼流域の水質浄化対策の推進 
 

提案・要望先 国土交通省、環境省   

県担当部局  環境生活部、県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 印旛沼・手賀沼流域の水質浄化対策の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 印旛沼及び手賀沼流域下水道事業並びに関連する公共下水道事業を促進

するために支援すること。 

２ 印旛沼流域及び手賀沼流域に係る河川環境整備事業を促進するために 

支援すること。 

３ 面源系からの発生源別負荷対策及び水質汚濁メカニズムの解明に関する 

調査研究を推進するとともに、効果的な対策のための支援を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
○ 印旛沼・手賀沼の水質は、昭和６０年１２月に「湖沼水質保全特別措置法」

に基づく指定湖沼となって以降、湖沼水質保全計画を策定し、各種対策を  

推進してきたにもかかわらず、いまだ環境基準値を大幅に上回っている状況

である。 

○ 印旛沼・手賀沼の水質汚濁は、生活系排水の流入のほか、市街地・農地等

の面源系からの窒素・りんの流入による湖沼内の富栄養化が大きな原因と 

なっている。湖沼水質保全計画においては、下水道の整備等による生活排水 

対策のほか、雨水浸透施設の設置、環境にやさしい農業の推進など、面源系

負荷対策を推進しているが、今後もこれらの取組を継続の上、環境基準の 

達成に向けた更なる取組の推進が求められている。 

○ また、沼に流入する汚濁負荷量は着実に削減されているものの、水質は 

横ばいの傾向が続いており、その水質汚濁メカニズムの解明に向けた調査 

研究も推進する必要がある。 

○ なお、印旛沼については、湖沼水質保全計画に加えて、印旛沼及び流域の

水循環に関する「印旛沼流域水循環健全化計画」を平成２２年１月に策定し、

平成２８年度には「第２期行動計画」を策定するなど、印旛沼の水質改善、

自然環境の保全・再生及び地域の活性化の取組を推進している。 
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【参考：印旛沼・手賀沼の水質の状況】
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

４ 環境対策の推進 

（２）ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進 
 

提案・要望先 環境省   

県担当部局  環境生活部 

 

【提案・要望事項名】 ＰＣＢ廃棄物の適正処理の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 一都三県の高濃度ＰＣＢ廃棄物を処理する拠点的施設について、その処理

能力の向上を図ること。また、低濃度ＰＣＢ廃棄物の無害化認定処理施設を

増設するなど処理体制を強化すること。 

２ 高濃度ＰＣＢ廃棄物について、安全かつ効率的な収集運搬及び処理方法等

を検討するとともに、平成２６年６月の国の基本計画の変更に伴い増加する

処理費用の負担軽減措置を講じること。 

３ 未届出者の掘り起こし調査に当たって、県・市への財政支援策を講じると

ともに、使用中も含めた安定器の効果的な調査方法を整備する等、県・市の

事務負担の軽減策を講じること。 

４ 使用中のＰＣＢ含有機器について、期限内処理の実現のために、関係省庁

と連携し、早期の使用停止を促すこと。また、ＰＣＢ廃棄物を適正に保管し

処理する必要があることについて包括的な広報を実施すること。 

５ ＰＣＢ特別措置法の改正により、県・市には届出がなされていないＰＣＢ

廃棄物等に係る報告徴収、立入調査及び代執行等の新たな事務が発生し、 

事務負担が増大することから、その執行に必要な経費について確実に財政 

措置を講じること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）廃棄物については、法令による処理期限が

以下の表のとおりと定められているが、保管中の漏えいリスク等の環境保

全の見地からも、可能な限り早期に処理を完了する必要がある。 

 ○ 国が定める法定計画である「ＰＣＢ廃棄物処理基本計画」により、本県を

含む一都三県の高濃度ＰＣＢ廃棄物の一部は中間貯蔵・環境安全事業株式

会社（ＪＥＳＣＯ）の北海道ＰＣＢ処理事業所で処理することとなったが、

保管事業者が負担する処理費用の増加により適正処理の推進に支障をきた

すおそれがある。 

 ○ また、同計画では、届出されないまま保管されているＰＣＢ廃棄物を網羅
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的に把握するための掘り起こし調査を各都道府県・政令指定都市及び中核

市が行うこととされているが、調査等に伴う財政面等での負担は考慮され

ていない状況にある。また、処理期限が迫っている安定器の効果的な調査 

方法について示されていない。 

 ○ さらに、平成２８年５月の法改正により、使用中の高濃度ＰＣＢ使用製品

を所有する一部の事業者に対しても、高濃度ＰＣＢ廃棄物と同様の義務等

が措置された。加えて、県・市には期限内処理を達成するため、事業者に  

対して行う報告徴収や立入検査等に関する権限が強化されたが、これらの

新たな事務に対する事務負担の増大が懸念されている。 

 ○ なお、使用中のＰＣＢ使用機器については、経済産業省が所掌する電気 

事業法により適正管理及び使用停止がなされるため、処分期間内の処分を

実現するためには、省庁間連携を行ったうえで、使用中のＰＣＢ使用機器の

早期使用停止を促す必要がある。 
 
【参考：表 PCB 廃棄物及び高濃度 PCB 使用製品の処理期限】 

 

分類 処理施設 処分期間 計画的処理完了期限 

高濃度 PCB 廃棄物 

（使用製品）のうち 

廃 PCB 等及び廃変圧器等 

JESCO東京 PCB処理事業

所 

平成３４年３月３１日 

まで 
平成３５年３月３１日 

高濃度 PCB 廃棄物 

（使用製品）のうち 

安定器及び汚染物等 

JESCO北海道PCB処理事

業所 

平成３５年３月３１日 

まで 
平成３６年３月３１日 

低濃度 PCB 廃棄物 無害化処理認定施設等 
平成３９年３月３１日 

まで 
－ 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

４ 環境対策の推進 

（３）地球温暖化対策の国・地方の役割分担を踏まえた財源配分 
 

提案・要望先 環境省   

県担当部局  環境生活部 

 
【提案・要望事項名】  

 地球温暖化対策の国・地方の役割分担を踏まえた財源配分 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
 地球温暖化対策は地方公共団体にも求められていることから、安定的な  

地方税財源を確保する制度を創設すること。また、現在、国において議論され

ている炭素税を導入する場合には、税収入の一定割合を地方に移譲する仕組み

を構築すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 温室効果ガス排出量の削減に係る国際的な枠組みである「パリ協定」が 

発効され、日本においても、新たに地球温暖化対策計画を策定し、温室効果

ガス排出量を２０３０年度に２０１３年度比で２６％削減、２０５０年に

は８０％削減という高い目標を掲げている。 

 ○ 国においては、地球温暖化対策のための税を財源として、再生可能   

エネルギーの導入や省エネルギー対策などの様々な取組を実施している。

地球温暖化対策は、県域を越えて国民に広く便益をもたらすものであり、 

その対策の責務は、本来、国が負うべきである。 

 ○ 一方、海洋エネルギーなど地域の特性を活かした再生可能エネルギーの

活用、森林整備や緑化の推進、一層の省エネルギーの啓発など、地方公共 

団体がそれぞれの実情に応じて実施した方が効率的な施策もあることから、

地方にも一定の役割が求められている。県では、平成２８年９月に、千葉県

地球温暖化対策実行計画を策定し、取組を進めているが、そのために必要と

なる安定的な財源が地方に配分されていない。 

 ○ 本年３月に国が発表した「長期低炭素ビジョン」においては、世の中の 

すべての主体に排出削減のインセンティブを与え、市場の活力を最大限 

活用して、低炭素の技術、製品、サービス等の市場競争力を強化する   

カーボンプライシング（炭素の価格付け）を主要な施策の方向性としている。

仮に炭素税を導入する場合には、上記の国・地方の役割分担を踏まえ、地方

での取組に係る財源が配分される必要がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

５ 子育て支援の充実 

（１）保育所等施設整備に対する財源措置と保育士の確保 
 

提案・要望先 厚生労働省、文部科学省、内閣府 

県担当部局  健康福祉部           

 

【提案・要望事項名】 保育所等施設整備に対する財源措置と保育士の確保 
 

【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 保育所等施設整備に対する財政支援を継続し、充実させること。 

２ 施設整備に伴い必要となる保育士の確保に向け、処遇改善を図るため、 

保育士の給与が他の職種と比べ適切な水準となるよう公定価格の引上げを

行うこと。 

３ 処遇改善のための研修受講に係る要件については、受講状況を確認の上、

相当の猶予期間を設けること。 

また、研修修了者の情報管理のための仕組みについては、国が主体と  

なって構築すること。 

４ 公定価格の地域区分等について地域の状況を反映した設定にすること。 

【直面している課題・背景】 
 
○ 本県では、待機児童の多い都市部を中心に施設整備を促進しており、  

「安心子ども基金」等を活用し、近年では毎年３,０００人～６，０００人

規模の整備を実施し、平成２１年度から平成２８年度の８年間で約３万人の

定員増を行ってきた。 

○ しかし、平成２８年１０月１日時点の待機児童数は３，３８４人と、前年

同期（３，２３５人）を１４９人上回り、待機児童の解消には依然至らない

状況であり、引き続き施設整備による定員増を図っていく必要がある。 

○ 施設整備の定員増に見合う数の保育士確保が必要となるが、保育士は他業

種と比較し、給与水準が低く平均勤続年数も短い傾向にあるため、保育士 

確保のためには処遇の改善が重要となる。 

○ このような状況の中、今般、国の平成２９年度当初予算において、キャリ

アパスの仕組みの構築による保育士の処遇改善策が示されたところであり、

各都道府県において処遇改善の要件となるキャリアアップのための研修を

実施することとされた。 
処遇改善措置に当たり、国は、平成２９年度は研修に係る要件は課さない

としているが、提示された研修のカリキュラムや保育現場の実情を鑑みると、
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対象となる保育士全員が当該研修を修了するまでには、相当の期間を要する

ものと思料される。 
さらに、研修修了の効力は全国で有効となり、その情報管理を都道府県が

行う必要がある。 

○ 保育所等運営費の給付においては、公定価格の地域区分が市町村ごとに 

設定されており、同規模であっても隣接区域との差が生じているところで 

ある。また、土地・建物賃借料についても、地域によって負担が高額と   

なっているなど、地域の状況を反映した区分の設定が求められている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

５ 子育て支援の充実 

（２）子どもの医療費助成制度の創設 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  健康福祉部 

 

【提案・要望事項名】 子どもの医療費助成制度の創設 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

国、県、市町村が一体となって次世代育成支援ができるよう、国において  

現物給付方式による子どもの医療費助成制度を創設すること。 

【直面している課題・背景】  
○ 市町村が実施する子ども医療費助成事業に対しては、子どもの保健対策の

充実及び保護者の経済的負担の軽減等、子育て支援の観点から、全都道府県

で助成を行っている。 

○ しかしながら、財政事情や政策的な要素などから、自治体間で支払方法や

対象年齢、自己負担金、所得制限等の制度内容が異なるため、保護者の   

不公平感や転居によって負担が増加することへの不満が生じている状況に 

ある。 

○ 子どもの医療費助成は、子育て世代の保護者の要望が多く、また、次世代

育成支援対策の一環として重要な制度である。さらに、市長会、町村会、  

市町村及び県議会すべての会派からも、制度の創設等について要望が出さ 

れている。 

 

【参考：子ども医療費助成事業の概要】 

  子どもにかかる医療費から保険給付の額を控除した額について、その費用

の全部又は一部を助成する経費を、実施主体の市町村に補助する事業。 

 

実 施 主 体 市町村（県単独事業） 

負 担 割 合 県 1/2、市町村 1/2（千葉市のみ県補助 1/4） 

助 成 対 象 入院：中学校３年生まで  通院：小学校３年生まで 

自 己 負 担 入院１日、通院１回につき 300 円 

（市町村民税所得割非課税世帯は無料） 

所 得 制 限 児童手当に準拠 

H29 当初予算額 ６７億円 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

６ 教育現場の支援の充実 

（１）教職員等の体制強化 
 

提案・要望先 文部科学省 

県担当部局  教育庁   

 

【提案・要望事項名】 教職員等の体制強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 教職員定数の改善及び充実 

ア 新しく策定した「次世代の学校」指導体制実現構想を着実に実施する 

こと。 

イ 改正される基礎定数についての算定基準をさらに見直すこと。 

ウ 少人数学級の拡大や様々な課題へ対応するための教職員配置を計画的

かつ安定的に進めること。 

２ スクールカウンセラー等活用事業の拡充 

ア スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーの配置時間数

の増加や配置校数の拡大に必要な予算を一層拡充すること。 

イ 教育支援体制整備事業費補助金の補助率を１／２に引き上げること。 

３ 栄養教諭等の配置促進及び食に関する指導のための施策の充実 

食育を推進するため、栄養教諭及び学校栄養職員の配置を計画的に改善

し、栄養教諭等の配置促進のための財政的支援等の措置を講じるとともに、

栄養教諭を中核とした食に関する指導のための施策を充実すること。 
 

【直面している課題・背景】  
１ 教職員定数の改善及び充実 

○ 小学校中学年での外国語活動及び高学年における外国語科の導入、主体

的・対話的で深い学びの実現に向けた授業改善等、新しい学習指導要領に 

向けた教育環境を十分に整備する必要があり、平成３０年度に小学校で先行

実施が始まることを踏まえると、早い段階から小学校における専科教員の 

配置など加配定数が十分に措置されることが重要である。 

○ また、「通級による指導」や「外国人児童生徒等指導」など、平成２９年

度予算で基礎定数化されたものについては、学校現場の状況を踏まえると、

国の基準では十分とはいえない。 

○ なお、平成２３年度に小学校第１学年で１学級の標準を３５人に引き  

下げた後は、法改正による学級編制基準の引き下げを見送っている。学級 

編制基準の引き下げを行うか、少人数学級が十分にできる加配の拡大を 
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進めないと、少人数学級を推進することができない。 
 

２ スクールカウンセラー等活用事業の拡充 

○ いじめや不登校などについて、児童生徒、保護者、教職員からのスクール

カウンセラー等に対する相談内容は複雑化・深刻化し、対応に時間を要して

いる。また、児童虐待や子供の貧困に関する社会的な関心が高まる中、家庭

や学校、友人関係、地域社会などの児童生徒が置かれている環境に働きかけ

て支援を行う、スクールソーシャルワーカーの役割が重要視されている。 

○ 本県ではこれまでに、中学校を中心にスクールカウンセラーを配置し、小

学校には要請に応じ、派遣等により対応してきた。しかし、依然としていじ

めや不登校の早期発見、早期対応や暴力行為等の問題行動の低年齢化、加え

て、虐待や発達障害への対応など、小学校へのスクールカウンセラー配置の

要望は、より一層強くなっている。また、児童生徒の問題行動の背景には、

児童生徒を取り巻く家庭環境等が影響している事案もあり、スクールソー

シャルワーカー配置のニーズが高まる中、全県を網羅するために苦慮して

いるところである。 

○ 昨今のいじめや不登校等の問題行動をめぐる状況等を受け、国の事業予算

が拡充された。本県においても、平成２９年度には、公立小学校へのスクー

ルカウンセラーを３５校増の１４０校に配置し、スクールソーシャルワー

カーを公立小中学校（拠点校）に４校増の１２校への配置に至った。 

○ 今後もスクールカウンセラー等の配置を拡充していく必要があるが、平成

２０年度に国の補助率が１／２から１／３に引き下げられた影響が大きく、

非常に苦慮している状況にある。 
 
３ 栄養教諭等の配置促進及び食に関する指導のための施策の充実 

○ 栄養教諭及び学校栄養職員は、「公立義務教育諸学校の学級編制及び  

教職員定数の標準に関する法律」により、定数の標準が定められているが、

平成１３年度から１７年度にかけて実施された第７次公立義務教育諸学校 

教職員定数改善計画以降、新たな教職員の定数改善は行われていない。 

○ 学校における食育の推進のため、栄養教諭制度が創設され、平成１７年度

から施行されているが、栄養教諭を中核とした食に関する指導の充実を 

図るためには、食育指導体制づくりに向けた施策の強化が必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

６ 教育現場の支援の充実 

（２）学校施設の整備に必要な財源の確保と学校機能の強化 
 

提案・要望先 文部科学省 

県担当部局  教育庁   

 

【提案・要望事項名】 学校施設の整備に必要な財源の確保と学校機能の強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 国は、校舎等の大規模改造等の実施に必要な公立学校施設整備事業の予算

の格段の充実を図ること。とりわけ、年度当初において十分に確保すること。 

２ 学校の質的向上を図るための空調設備の整備、トイレ改修などの事業や、

吊天井等非構造部材の耐震対策など防災に係る事業について、補助率の引上

げや地方財政措置を充実させること。 

３ 学校給食施設の整備に係る事業については、地方の事業計画を踏まえて、

必要な財源を確保すること。 

４ 使用しなくなった学校や余裕教室等の既存施設を活用した特別支援学校

の新設、分校・分教室の整備に係る補助事業の補助率の引上げや、地方   

交付税措置の拡充を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 国の平成２９年度当初予算では、優先採択の対象となる事業を除き、  

各市町村が計画した空調設備の整備や防災機能の強化、トイレの改修など

事業のほとんどが採択されない状況であったため、計画的な学校施設の 

環境整備に支障が生じている。 

 ○ 学校施設は、児童生徒の教育環境の安全確保はもとより、災害時の避難所

施設としての役割を果たすため、早急に防災機能強化を図ることが課題と

なっている。 

 ○ 学校給食施設の整備に係る事業は、各地方公共団体において、地域の実情

を踏まえた事業計画を立てているが、近年、国の予算に対して地方の事業 

規模が上回るために、少なからぬ自治体において事業が不採択となって 

いる。 

 ○ 小・中学校の児童生徒数が減少する中においても、特別支援学校の児童 

生徒数は増加傾向にあり、特別支援学校の教室不足数は依然として多い 

ことから、引き続き施設の整備が必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

６ 教育現場の支援の充実 

（３）私立学校の運営等に対する支援策の充実 
 

提案・要望先 文部科学省 

県担当部局  総務部   

 

【提案・要望事項名】 私立学校の運営等に対する支援策の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 公教育の一翼を担う私立学校の教育水準の維持向上と保護者負担の軽減

及び私立学校経営の健全化を促進するため、国の私学振興策を一層充実する

こと。 

２ 就学支援金制度の充実を図るとともに、地方自治体が取り組んでいる保護

者に対する入学金や学費の軽減のための財政支援制度に対しても国の支援

の充実を図ること。 

【直面している課題・背景】  
○私立学校への経常費助成 

千葉県の私立学校は生徒数割合(平成２８年５月１日現在)で高等学校 

３１．７％、中学校６．０％、小学校１．０％、幼稚園９０．５％、専修    

学校９５．２％、各種学校１００％を占めるなど、本県の学校教育において  

大きな役割を果たしている。 

国は、私立学校の振興を図り、私立学校の健全な経営と生徒の保護者負担

の軽減に資するため、都道府県が高等学校・中等教育学校・中学校・小学校

及び幼稚園を設置する学校法人の学校教育に係る経常的経費に対し補助 

する場合に、都道府県に対しその経費の一部を補助している。 

しかし、平成２９年度予算の高等学校における国庫補助の生徒１人あたり

予算単価は、地方交付税の同単価の約１／５であり、県の生徒１人あたり 

経常費補助単価に対する割合は、平成２８年度当初予算段階で約１６％と 

低い水準であることから、更なる充実が求められる。 

 
○生徒の保護者の負担軽減 

私立高校の授業料については、平成２２年度の就学支援金制度の創設及び

平成２６年度の制度改正によって、主に低所得世帯に対して手厚い助成が 

行われるようになったものの、年収約９１０万円未満の世帯まで実質無償に

なる公立高校に比べて、私立高校の場合は多くの世帯に重い負担が残る。 
県では、私立高校に通う生徒保護者の更なる負担軽減のため、授業料減免

事業及び入学金軽減事業を全額県費で実施しているが、近隣都県の制度を 
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比較すると財政力等によって内容に差があることから、生徒保護者の間に 

不公平感が生じている。 
教育費無償化の議論が活発化している現状も踏まえ、今後とも経済的理由

により修学を断念する生徒を出さず、全ての意志ある生徒がどこに在住して

いても安心して教育を受けられるようにするためには、国において、就学 

支援金制度の更なる拡充と、各都道府県が行う学費助成制度に対する財政的

支援を行うことが必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

７ 成田国際空港の機能拡充及び観光立県の推進 

（１）成田国際空港の機能の拡充 
 

提案・要望先 法務省、国土交通省、農林水産省 

県担当部局  総合企画部、農林水産部     

 

【提案・要望事項名】 成田国際空港の機能の拡充 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 成田国際空港の更なる機能強化 

我が国の国際競争力の強化に向けて、国がその必要性を表明し協議を  

行っている、滑走路増設を含む成田国際空港の更なる機能強化の検討に  

当たっては、以下の事項について、国の責任において十分な対応を図ること。 

ア 成田国際空港の更なる機能強化について、地域の理解と協力を得る  

ため、丁寧かつ十分な説明を行うこと。 

イ 更なる機能強化に併せて、成田国際空港周辺地域の環境対策・地域共生

策の一層の強化について真摯に検討すること。 

ウ 環境対策・地域共生策等の充実を図るための今後の財源確保について、

成田国際空港周辺対策交付金の増額など、あらゆる方策を講じること。 

また、周辺対策交付金の使途について、空港周辺市町の実情に合わせて 

柔軟な対応を可能にするなど、地域の均衡の取れた発展に積極的に協力 

すること。 

エ 新たな施設整備や機能維持に伴う公共施設等の整備・更新等に当たって

は、地元負担軽減のため財政上の特別措置を講じること。 

オ 成田国際空港を活用した卸売市場の輸出拠点化について、農畜産物輸出

拡大施設整備事業交付金など、整備に必要な予算を確保すること。 

２ 成田国際空港の利便性の向上 

ア 成田国際空港から県内外への交通アクセスを更に充実させ、空港周辺を

はじめとする広域的な活性化も期待される首都圏中央連絡自動車道、東京

外かく環状道路、北千葉道路、銚子連絡道路などの早期完成に向けた整備

を促進すること。 

イ 成田国際空港と新東京駅を３６分、羽田空港と新東京駅を１８分で直結

することを目指した都心直結線の調査・検討について、成田国際空港と 

新東京駅のアクセス時間短縮を最優先に検討を進めること。 

また、長期的には、成田・羽田両空港間を結ぶリニアモーターカーに   
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ついても、国策として、国において検討を開始すること。 

ウ 空港利用者の快適性の向上のため、施設面の改善や人員の増員などに 

より、出入国審査手続等（ＣＩＱ）の更なる迅速化を図ること。 

【直面している課題・背景】  
○ 首都圏の国際拠点空港である成田国際空港は、平成２７年４月にＬＣＣ

（格安航空会社）が入居する第３旅客ターミナルビルの供用を開始し、施設

整備の面からも年間発着枠３０万回化が完了した。また、高速離脱誘導路等

の整備や、ファーストレーンの導入など、空港の利便性・快適性の向上を  

目指した取組を進めるとともに、環境対策・地域共生策の充実などに積極的

に取り組んでいるところである。 

○ 我が国においては、近年、著しく増加している訪日外国人旅行者数が、  

平成２８年に２，４００万人を超えて過去最高となったが、引き続き更なる

増加が見込まれるなど、今後とも増大する国際航空需要に対し、成田国際 

空港は、的確に対応していく必要がある。 

○ また、アジアの主要空港との国際空港間競争が激しさを増す中で、成田 

国際空港は、我が国の国際競争力強化のために、アジア有数のグローバル 

ハブ空港としての地位を確固たるものにすることが求められている。 

○ こうした中、国からは、滑走路の増設を含む成田国際空港の更なる機能 

強化が必要であるとして、成田国際空港に関する四者協議会の開催の要請が

あり、平成２７年９月から具体的な検討が進められているが、地元からは抜

本的な騒音対策や空港周辺地域の均衡ある発展を望む声があり、今後、これ

らへの対応を図りながら議論を深めていく必要がある。 

○ 成田市では、成田国際空港を活用した農林水産物の輸出拡大のための拠点

化を目指して、成田市公設地方卸売市場を再整備することとしており、県と

しても、産地の活性化などにつながる重要な取組として支援を行っている。

このように、空港周辺地域の発展のため、空港を活用した産業の振興を促進

するとともに、空港周辺地域を含めた広域の活性化に資する社会基盤の整備

を推進することにより、地域の振興を図る必要がある。 

○ 一方、首都圏における航空需要に的確に対応し、我が国の国際競争力を 

強化するためには、成田・羽田両空港の一体的活用の推進により、首都圏に

おける国際航空機能の最大化を図ることが重要である。 

○ そのためには、交通アクセスの一層の強化が必要であり、道路については、

県内や首都圏各地と成田国際空港のスムーズな人・物の流れの強化のために

整備が進められている首都圏中央連絡自動車道、東京外かく環状道路、  

北千葉道路、銚子連絡道路などの事業の早期進展が求められる。 

○ また、鉄道については、平成２２年７月に都心と成田国際空港間を３６分
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で結ぶ成田スカイアクセスが開業するなど、着実に交通利便性の向上が図ら

れているが、現在、国では、両空港と東京都心を結ぶ鉄道アクセスを世界  

トップクラスの水準に引き上げるために、成田スカイアクセス等を既存  

ストックとして最大限活用する都心直結線の調査・検討が進められている。 

○ この都心直結線については、「東京圏における今後の都市鉄道のあり方に

ついて」（平成２８年４月２０日交通政策審議会答申）にも、位置付けられ

ており、今後は国策として推進していくことがより一層求められる。 

○ さらに、長期的には、両空港間に同一空港並みの利便性を実現させること

が重要であり、そのためには両空港を約１０分で結ぶリニアモーターカーが

必要となる。このリニアモーターカーは、空港機能の一部と位置付けるべき

ものであり、速やかに検討を開始することが必要である。 

【参考】 

 
 
  

 
※ 平成２９年度 国土交通省航空局関係予算決定概要（平成２８年１２月）より引用 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 

 

７ 成田国際空港の機能拡充及び観光立県の推進 

（２）観光立県の実現 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  商工労働部 

 
【提案・要望事項名】 

①観光立県の実現に向けた外国人旅行者誘致及びＭＩＣＥの推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 訪日プロモーション関連事業に関し、諸外国の消費者の目線に立った正確

な情報の発信に努めるとともに、地域の特性などに配慮した重点的・効果的

なプロモーションの展開により、ＭＩＣＥも含めた訪日外国人旅行者の拡大

に努めること。 

２ 我が国のゲートウェイにふさわしい“おもてなし”の強化を図るため、  

成田国際空港や羽田空港に日本の魅力的な伝統文化や食文化等を紹介する

施設の整備を図るとともに、両空港の利便性を高めるため、空港内等に  

おける総合的な観光案内機能を拡充すること。 

３ 千葉県観光への入り口である成田・羽田両空港をはじめ、鉄道駅等の交通 

インフラにおける公衆無線ＬＡＮ接続環境のさらなる整備と接続手続等の

改善を促進させるなど、受入体制を強化すること。 

【直面している課題・背景】  
○ 少子高齢化の進展により、我が国の人口が減少に転じた中、経済の活力を

維持していく上で、経済効果の大きい国内外の観光交流人口の増大を図る 

ための取組の重要性が高まってきている。 

○ 国においては、平成 28 年 3 月末に、明日の日本を支える観光ビジョン  

構想会議において、オリンピック・パラリンピック東京大会に向けて、   

そして、その後も見据えて、訪日外国人旅行者数について新たな目標を、2020

年に 4,000 万人、2030 年に 6,000 万人とし、観光先進国に向け、万全の対策

を講じることとした。 

○ 本県ではこれまでも、外国人旅行者の誘致促進のための各種事業に取り 

組んでいるところであるが、今後、そうした取組を更に強化していくために

は、実際の受け入れを担う、地方を主体とした国との連携事業の充実が必要

である。 

○ さらに、諸外国の消費者の目線に立った的確な情報発信に努めつつ、地域
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の特性などに配慮した重点的・効果的なプロモーションの展開により、  

ＭＩＣＥも含めた訪日外国人旅行者の量的拡大に努めていく必要がある。 

○ これに加え、我が国のゲートウェイにふさわしい“おもてなし”として、

成田国際空港や羽田空港を利用する外国人が安心・快適に旅行できるよう、   

公共交通機関等の案内機能の強化や日本の食文化をはじめとする“日本  

らしさ・伝統・現代性”を紹介・ＰＲする外国人向けの総合的な観光・物産

案内機能の充実が望まれる。 

○ このほか、観光庁の調査では、外国人旅行者が日本旅行中に困ったことと 

して「無料公衆無線ＬＡＮの接続環境の不便さを挙げた方が多かったこと 

から、旅行者の導線となる成田・羽田両空港をはじめ、鉄道や高速バスなど

における公衆無線ＬＡＮの接続環境を整備するとともに接続手続等の改善

を進める必要がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

７ 成田国際空港の機能拡充及び観光立県の推進 

（２）観光立県の実現 
 

提案・要望先 国土交通省       

県担当部局  県土整備部 商工労働部 

 

【提案・要望事項名】 ②千葉県内のクルーズ振興促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 千葉港、木更津港、館山港においてクルーズ船受入れに係る港湾の整備を

促進し、必要な予算を確保すること。 

２ クルーズ船寄港に向けた受け入れ態勢の充実を図るため、地域間連携推進

への支援を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 近年、クルーズ船の寄港需要の増加は著しく、2020 年を目標として官民

一体で進めてきた「クルーズ 100 万人時代」は大幅に前倒して実現され、 

平成 28 年５月に､国が策定した「観光ビジョン実現プログラム 2016」には、

「広域観光周遊ルートの世界水準への改善」「クルーズ船受入の更なる拡充」

などの施策も盛り込まれた。 

 ○ 本県には世界にも発信できる様々な魅力があり、このポテンシャルを 

考えれば、光り輝く千葉の魅力を全国･海外に発信し、国際交流の推進と 

海外取引・外国人誘客の促進を図ることが地域活性化の切り札となる。 

○ クルーズ船寄港を早期に実現するためには、既存施設の改良等の港湾施設

の整備や「みなとオアシス」を活用するなどクルーズ旅客の円滑な周遊を 

可能とする環境整備、クルーズ船寄港のための受け入れ態勢の充実が必要で

あり、そのためには必要な予算の確保、国による整備促進や地域間連携推進

の支援が不可欠である。 

【参考：クルーズ船による外国人入国者数（国土交通省資料）】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（１）京葉臨海コンビナートの国際競争力・防災力の強化に関する支援等の拡充 
 

提案・要望先 経済産業省、環境省     

県担当部局  防災危機管理部、商工労働部 

 
【提案・要望事項名】  

京葉臨海コンビナートの国際競争力・防災力の強化に関する支援等の拡充 
 
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 「石油コンビナートの生産性向上及び強じん化推進事業」は、製油所中心

の支援にとどまっていることから、立地企業が実施する企業間連携・設備 

増強等の競争力強化に向けた取組や、生産施設・護岸等の強靭化に向けた 

取組に対し、石油産業以外の産業も対象とするなどの支援の拡充を図る  

こと。 

２ 土壌汚染対策法の改正に伴う省令等による制度の具体化に際しては、立地

企業への負担軽減が図られるよう、事業者等の意見を十分に踏まえて検討 

されること。 

３ 高度な知識や技術が要求されるコンビナートの防災対策を担う人材を、 

事業者が育成・確保できるよう、必要な支援を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 京葉臨海コンビナートは、我が国経済を支える日本最大の素材・エネ  

ルギー産業の集積地であるが、近年、国際競争の激化等により、厳しい事業

環境にさらされている。そのため、競争力強化に向けた設備投資や、災害時

におけるサプライチェーンの確保・早期回復の観点から、コンビナート全体

の耐震性・津波耐性等の強化が、重要な課題となっている。 

 ○ このような中で、国においては、「石油コンビナートの生産性向上及び 

強じん化推進事業」（平成２９年度予算）により、コンビナートの生産性  

向上・強じん化に向けた支援に取り組んでいるところであるが、当該支援は、

製油所を中心とした内容となっており、鉄鋼、石油化学産業等への支援と 

しては十分とは言えない状況である。 

○ また、平成２２年の改正土壌汚染対策法施行に併せ、新たに自然由来物質

に対して規制対象が拡大されたため、県内経済界から、コンビナートに  

おける設備投資等に対する悪影響など、競争力の低下に対する懸念の声が 

寄せられている。 

○ 国においては、土壌汚染対策法の見直しが中央環境審議会において検討 
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され、同法の一部改正法が平成２９年通常国会において成立したところで 

ある。今後の省令等による制度の具体化に当たっては、立地企業への負担軽

減が図られるよう、事業者や都道府県の意見を十分に踏まえ、検討が行われ

ることが必要である。 

○ さらに、コンビナートの競争力強化や安全管理の徹底を図るためには、 

現場を支える人材の技術力や危機管理能力、マネジメント力の向上が不可欠

であるが、団塊世代の退職に伴い長年培った経験や知見が十分継承されて 

いないことが問題視されており、高度な知識や技術が要求されるコンビ  

ナートの防災対策を担う人材育成が喫緊の課題となっている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（２）地域経済を支える中小企業・小規模事業者支援策の充実 
 

提案・要望先 経済産業省 

県担当部局  商工労働部 

【提案・要望事項名】  

地域経済を支える中小企業・小規模事業者支援策の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 中小企業の生産性を向上させるために、設備投資等を促進する支援策を 

継続するとともに、小規模事業者が事業の持続的な発展を図れるよう、地域

での相談体制を充実させること。 

２ 「地域中小企業応援ファンド」を活用した本県の基金事業が平成３０年度

及び３１年度で終了するにあたり、国から継続方針が示されたところである

が、低金利下のため、果実運用型の基金事業だけではなく、これに代わる  

補助金事業の創設も含めて、今後のあり方を検討すること。 

３ 中小企業・小規模事業者の受注機会を増大させるため、全府省で連携して、

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」に定められた措置等を着実に

推進すること。 

【直面している課題・背景】  
○ 我が国を取り巻く経済環境は、国の経済対策の効果により回復基調にある

ものの、消費税引上げに伴い、一部の中小企業にマイナスの影響が生じ、  

景気回復の流れが地域にまで及んでいないとの声も少なくない。 

○ 景気回復の流れを確実なものとし、地域経済へも波及させるためには、 

地域を支える中小企業・小規模事業者へのきめ細かい支援が必要である。 

○ 特に、中小企業の設備投資を促進する「ものづくり補助金」は、小規模  

企業も活用することができ、また、製造業のほか商業・サービス業まで補助

対象とするなど、幅広く中小企業の生産性向上に貢献しており、今後も  

同補助制度を継続して実施する必要がある。 

○ また、経営資源の確保が困難な小規模企業が事業の持続的な発展を図る 

ためには、地域における支援体制が重要である。特に、「よろず支援拠点」

が行う「サテライト相談所」など地域に出向いた相談対応は小規模事業者に 

効果的に活用されており、事業引継ぎ支援センター等においても同様の取組

が期待される。 

○ 今後も地域での相談体制が継続して整備されるとともに、相談員の増員
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による個別相談の充実等、支援体制の拡充が必要である。 

○ 本県では「地域中小企業応援ファンド」を活用した基金事業により、中小

企業の創業や販路開拓、農商工連携等に対する支援を行っているが、本事業

が平成３０年度で終了することから、先般、国により果実運用型のファンド

での事業継続方針が示されたところである。しかしながら、現在の低金利下

での果実運用型の基金では、事業費の確保が困難なことから、補助金の創設

も含めて、機能の継続を図る必要がある。 

○ 経済を持続的発展の軌道に乗せていくためには、中小企業・小規模事業者

の受注機会の増大を図り、中小企業・小規模事業者の事業活動の活性化を 

図ることが重要である。平成２７年度の地方公共団体における官公需契約 

比率は７４．５％であったが、国においては５１．１％であり、今後も   

同比率の引上げに向けて、全府省で連携して官公需施策を推進していく必要

がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

８ 産業振興と雇用・就業支援の充実 

（３）働き方改革の積極的な推進 
 

提案・要望先 厚生労働省 

県担当部局  商工労働部 

 

【提案・要望事項名】 働き方改革の積極的な推進 
 
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 若者、女性、高齢者、障害者等が意欲と能力を最大限に発揮できる雇用  

環境の整備のため、国全体としての取組を積極的に推進すること。 

２ 特に、若年者の雇用のミスマッチ解消、正規雇用の就労促進及び職場定着

支援の充実を図るための十分な財政支援を行うこと。 

３ さらに、障害者雇用に対する企業の理解促進を図るとともに、障害者の 

一層の雇用拡大を図る取組を支援すること。 

【直面している課題・背景】 
 
○ 少子高齢化の進行により、労働力人口の減少が見込まれる中、働く人の 

希望をかなえ、生産性を向上させるため、働き方改革を実現させる積極的な

取組が求められている。 

○ 本県においては、公労使会議や雇用対策協定などを通じ、国や関係団体等

と連携しながら、誰もが働きやすく働きがいのある雇用環境の整備を進めて

いるが、今後も実効性のある継続した取組への支援が必要である。 

○ 特に、若年者に関しては、失業率、不本意非正規雇用の割合及び離職率が

いずれも高いなど、依然として厳しい状況が続いていることから、雇用の 

ミスマッチ解消に向けた就労支援や職場定着支援などの充実が求められて

おり、本県においては、若者向けワンストップ・サービスセンターとして 

「ジョブカフェちば」を設置し、正社員での就職に向けた就労支援サービス

を提供するとともに、県内中小企業の人材確保・職場定着に向けた支援を 

行っているところである。 

○ 全国のジョブカフェで実施されている「若年者地域連携事業」については、

27 年度就職者数の実績が目標未達成であったことから、厚生労働省「雇用 

保険二事業に関する懇談会」において、「事業の廃止又は見直しが必要」と

の事業評価がなされたが、「ジョブカフェ」の地域における機能・役割を  

踏まえ、「若年者地域連携事業」において実施されている、きめ細やかな  

就職相談、企業との交流イベント、定着支援セミナー等を今後も継続する 

ことが必要である。 
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【参考１：年齢階級別完全失業率（全国）】 

          （総務省「労働力調査」詳細集計） 

年齢 全体 
15～ 

24歳 

25～ 

34歳 

35～ 

44歳 

45～ 

54歳 

55～ 

64歳 

65 歳

～  

平成 28 年平均 3.1 5.1 4.3 2.9 2.5 2.9 1.9 

 

【参考２：不本意非正規の状況（全国）】 
（平成 28年平均「労働力調査」詳細集計）   

 人数（万人） 割合（%） 対前年比(%) 

全体 ２９６ １５．６ ▲１．３ 

15～24 歳 ２５ １１．１ ▲１．７ 

25～34 歳 ６４ ２４．４ ▲２．１ 

35～44 歳 ６１ １６．８ ▲１．１ 

45～54 歳 ６４ １６．９ ０．０ 

55～64 歳 ５９ １５．４ ▲１．２ 

65 歳以上 ２３ ８．２ ▲０．６ 

 
○ 障害者の就職意欲は年々高まっており、県においても、障害者が職業を 

通じ、誇りを持って自立した生活を送ることができるよう障害者雇用を促進

しているところである。 

○ 平成２８年６月１日現在の県内の民間企業における障害者の実雇用率は、  

１．８６％と、前年度より上回ったものの、全国平均の１．９２％を下回る

など、依然として低迷しており、法定雇用率達成企業の割合も５１．５％と

半分近くの企業が雇用率を達成していない状況となっている。 

○ さらに、平成３０年４月からの改正障害者雇用促進法の施行により、法定

雇用率の算定基礎に精神障害者が追加され、法定雇用率の引上げが見込まれ

ており、ますます、障害者の就業意欲と企業の雇用意欲が高まることが予想

されている。 

○ そのため、障害者の法定雇用率達成に向け、労働局とハローワークが連携

して行う雇用率達成指導を強化するとともに、障害者就業・生活支援   

センター支援員の更なる増員など就労支援体制の一層の充実が求められて

いる。 

○ また、精神障害者等の雇用義務化に向けては、改正障害者雇用促進法の 

趣旨の周知徹底を図るとともに、精神障害者等の雇用促進を図る地域独自の

取組を支援するための制度の創設が必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 
 

提案・要望先 農林水産省 

県担当部局  農林水産部 

 

【提案・要望事項名】 ①飼料用米等の安定生産の推進と支援制度の見直し 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 農業者が、将来にわたって計画的に飼料用米をはじめとする新規需要米の

生産に安心して取り組めるよう、助成水準の維持を含め、法制化等による 

支援制度の恒久化を行うこと。 

２ 産地交付金について、都道府県の耕地面積に応じた配分とし、当初設定 

した交付単価が維持できるよう、配分ルールを見直すこと。 

３ 農業経営の安定や地域農業の振興に資する地域特産物のうち、特に重要な 

作物である落花生について、経営所得安定対策の対象作物とすること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 飼料用米等に対する支援は、数量払いの実施や多収品種への助成など 

充実したものとなっているが、これらの支援策は法令等に基づくものでは

ないため、その継続性を不安視し、飼料用米等への取組を躊躇する農業者も

見られる。また、平成２９年度は、二毛作や耕畜連携、加工用米の複数年  

契約の新規取組が国の助成メニューから除外されるため、農家への助成 

水準は確実に低下する見込みである。 
農業者の不安を払拭し、計画的に飼料用米等の生産に安心して取り組める

ようにするためには、助成水準の維持を含めた支援制度の恒久化が必要で 

ある。 

 ○ 産地交付金については、配分ルールが明確ではなく、本県への配分額は、

水田面積に比して少ないことから、飼料用米等の面積が増加すると、当初 

設定した交付単価を減額せざるを得ない状況にある。 
また平成２８年度は、配分額が前年度の８割にとどまり、交付単価を  

さらに減額したため、生産者への十分な支援ができなかった。 

○ 本県の落花生は、全国の収穫量の８割近くを占め、加工品の製造販売や 

観光など関連産業も多く、また、輪作作物としても広く栽培されている本県

の重要な地域特産物である。 

しかしながら、諸外国との生産条件の違いから輸入品とは大きな価格差が

あり、経営面では再生産価格を確保できていない状態となっている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 
 

提案・要望先 農林水産省 

県担当部局  農林水産部 

 
【提案・要望事項名】  

②国営造成施設等基幹水利施設の保全対策制度の見直し及び農業農村整備

事業予算の安定的な確保 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 国営造成施設の老朽化対策については、国策で造成した施設であることを

鑑み、全ての施設に対し、機能診断から対策工事まで、国が一貫して実施  

するよう制度を改正し、地域の負担軽減を図ること。 

２ 県内施設の均衡ある老朽化対策実施のため、国、水資源機構、県等で連携

して、県内施設を同一基準で比較し、保全計画を策定する仕組みを構築する

こと。 

３ 国営造成施設等の維持管理費について更なる支援を行うこと。 

４ 国や県のみならず、市町村、土地改良区等に至るまで、均衡ある保全対策

を計画的に行えるよう、農業農村整備事業予算については、国の当初予算に

おいて安定的な確保を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 千葉県は水源に乏しく、農業用水の多くを利根川に頼っており、国、  

水資源機構、県等により多くの農業用用排水施設が造成されたが、それら 

基幹水利施設の半数以上が耐用年数を超え、老朽化している。 

○ 国の老朽化対策制度は一部改善がなされたが、基幹水利施設のうち一定 

規模未満の国営造成施設については、県が工事を行う仕組みが残されたまま

であり、加えて、県内には国営と同様、大規模な水資源機構造成施設がある

ため、国と水資源機構が連携なく所管施設の保全計画策定及び工事を行うと、

県内施設の均衡ある老朽化対策ができなくなるおそれがある。 

○ 国営造成施設（国有財産）の維持管理費については、国費の補助はある  

ものの、県、市町村、土地改良区等も負担しており、末端施設の老朽化に  

よる補修等に費用がかさむ中、維持管理費の捻出が年々厳しくなっている。 

○ さらに、近年はゲリラ豪雨等による洪水や、大規模地震の発生が危惧  

されるところであるが、都市近郊の農村地域の排水等、防災機能を担って 
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いる排水機場等の基幹水利施設が損壊すると、公共財産や人命にも重大な被

害が生じる恐れがあるため、施設の点検・調査の結果、性能や安全性が   

不十分であることが判明した場合は、速やかに整備を実施する必要がある。 

○ このように、水利施設の保全対策予算が必要とされる中、国の当初予算に

おける千葉県への平成２９年度農業農村整備予算の配分は、要望額の４６％

であり、地域を含めた計画的な保全対策が困難となることが懸念される。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 
 

提案・要望先 環境省、農林水産省   

県担当部局   環境生活部、農林水産部 

        

【提案・要望事項名】 ③有害鳥獣等の対策強化 

 【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 鳥獣被害防止総合対策交付金について予算措置を拡充すること。 

２ 有害鳥獣処理施設に対する補助制度について、焼却処理促進のため、  

補助率や補助対象施設を拡充すること。 

３ 有害鳥獣の効果的な捕獲が可能となるよう、生息場所や行動様式などの 

野生鳥獣の生態解明及び精度の高い生息数推計手法を確立すること。 

４ 有害鳥獣の個体数の適切な管理等に資するため、新たなＩＣＴ技術や繁殖

抑制技術などを開発すること。 

５ キョンを狩猟鳥獣に指定すること。 

６ 外来生物への対策を強化すること（遺棄・放逐等に対する規制の強化、  

国による捕獲の推進、生息状況の研究や有効な捕獲手法の開発・普及、   

自治体が実施する特定外来生物対策費用に対する財政措置）。 

【直面している課題・背景】 
 
１ 鳥獣被害防止総合対策交付金の予算措置拡充について 

  ○ 本県においては、有害鳥獣対策として、捕獲・防護・生息環境管理及び

資源活用に、総合的に取り組んでいるところである。 
    しかしながら、野生鳥獣による平成２７年度の農作物の被害金額は、 

約３億９千万円と依然として深刻な状況にあり、特に、イノシシの被害に

ついては、その約５割を占めている。 
  ○ 本県をはじめ全国的に鳥獣被害は深刻な状況であり、対策に要する 

費用が増加しているにもかかわらず、鳥獣被害防止総合対策交付金は 

市町村の要望に対して十分な措置がなされておらず、市町村において 

必要な財源を確保することが困難となっている。 

２ 有害鳥獣処理施設に対する補助制度の拡充について 

  ○ 捕獲した有害鳥獣は、埋設または焼却により処分するが、イノシシ等の

大型獣については、埋設作業や市町村等が管理する一般廃棄物処理施設

の投入口に対応するための裁断作業は困難でかつ、多大な労力を要し、 

捕獲推進の支障の一因となっている。 
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  ○ 焼却の促進のため、農林水産省では「鳥獣被害防止総合対策交付金」に

より、市町村等による有害鳥獣専用の焼却施設整備を支援しているが、 

整備費用が高額であるため、２分の１の補助を得ても、市町村は相当程度

の負担を求められている。 

  ○ さらに、有害鳥獣以外のものも併せて焼却する場合は補助対象とは 

ならないことが、全国的にみても整備が進まない原因の一つと考えられ

る。 

３ 野生鳥獣の生態解明及び精度の高い生息数推計手法の確立について 

  ○ イノシシを始めとする有害鳥獣については、季節による生息場所の 

違いや行動様式、性別や年齢等による行動の違いなど、生態が十分に明ら

かにされていない。より詳細な調査を行い、生態等の解明が必要である。 

  ○ 特にイノシシは、生息数推計方法が確立されていないことから、効果的

な捕獲ができるよう、集中して捕獲を行う場所が把握できるような精度

の高い生息数推計方法の開発・確立が必要である。 

４ 有害鳥獣の個体数の適切な管理等に資する新たな技術の開発について 

  ○ 有害鳥獣の個体数の適切な管理や農作物等の被害防止のためには、 

生息数を減少させることが急務となっており、そのため、以下のような 

新たな技術の開発が待たれている。 

   ・ 箱わなについて、見回りの大幅な省力化による負担軽減を目的とした

精度の高い通報システムなどのＩＣＴ技術の開発・実用化。 

   ・ ドローンを活用した有害鳥獣の監視・調査システムの開発。 

   ・ 捕獲以外の手法として、個体数そのものを増やさないことを目的と 

した、避妊薬の投与等の繁殖抑制技術の開発。 

５ キョンの狩猟鳥獣への指定について 

  ○ キョンは、特定外来生物の指定を受けており、狩猟による個体数の減少

等を懸念する必要はない。また、キョンの推定生息数は、平成２２年度末

で約１１，０００頭が、平成２７年度末には約４９，５００頭と５倍近く

に達しており、狩猟鳥獣への指定を含めたあらゆる手段を用いて生息数

を削減する必要がある。 

  ○ 平成２９年１月３０日に開催された中央環境審議会において、「平成 

２９年度に狩猟鳥獣にすることは見送るが、キョンの封じ込めや根絶に

向けた体制とその運用が確認された場合は、速やかに新規指定の検討を

行う」ということで合意が得られた。 

    これを受け、千葉県としては、キョンの封じ込めや根絶に向けた体制の

整備を進めることとしている。 

６ 外来生物への対策の強化について 

  ○ 生態系等に係る被害を及ぼす外来生物は、「外来生物法」により特定外

来生物に指定され、輸入や飼養等が禁止されるとともに、国内に生息して



63 
 

いるものは防除することとされている。 
    しかし、移入初期段階で迅速な対応を行わなかったため、生息域が拡大

し、防除が困難となった事例もある。そのため、生息域が特定の都道府県

に限られている外来生物であっても、生息数や生息地域の拡大を防ぐ 

ため、以下のような対策が必要である。 
・ 特定外来生物以外の外来生物の遺棄・放逐等に対する規制の創設など

の規制強化 
・ 国による捕獲の推進 
・ 外来生物の生息状況の研究 
・ 有効な捕獲手法の開発と普及 
・ 特定外来生物対策費用に対する財政措置（補助金、特別交付税措置 

など） 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 
 

提案・要望先 農林水産省、厚生労働省、法務省 

県担当部局  農林水産部           

 

【提案・要望事項名】 ④担い手の減少や労働力不足を補う対応の強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 農業の担い手の減少や労働力不足への対応として、機械化やロボット 

技術の早期普及を図るため、低価格な農業関連機械の開発促進すること。 

また、農作業にドローンを使用する際の規制については、現状に合う  

よう検証し緩和すること。 

２ 外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律の 

改正に伴う３号研修生（４～５年目）を、施行時に既に帰国した技能実習生

も対象とすること。 

３ 漁業の中核的担い手を育成するため、漁船を円滑に導入できる「浜の  

担い手漁船リース緊急事業」を拡充すること。 

４ 新規漁業就業者の支援として、収入が不安定な就業直後の給付金制度や、

家族承継する漁家子弟への就業支援制度を創設すること。 

【直面している課題・背景】  
○ 本県の販売農家は、10 年間で約２万戸（３割）が減少しており、県内全 

農業従事者の４割が 70 歳以上となっている。このため、現在の農業産出額

を維持するためには、個別経営の規模拡大が必要である。また、国の施策  

でも、「担い手への農地利用集積・集約化の加速」を進めており、本県でも、

農業の中核となる大規模農家を増やす取組みを行っている。 

  今後も労働力の不足が見込まれるため、更なる担い手への農地集積を図り、

規模拡大による農業の競争力強化を実現させるためには、不足する労働力  

対策として省力のための機械化やロボット技術等の早期の普及を図る必要

がある。 

○ ドローンによる防除などを行う場合、オペレーター以外に散布域確認の 

ためのナビゲーターの配置が求められ、ドローン導入を図っても省力になら

ない。 

○ 実習期間を終え帰国した技能実習生のうち、引き続き日本での技術習得を

希望する者がおり、また、研修受け入れ農家では、優秀な者については再度
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受け入れたい意向が強い。 

○ 漁船の高船齢化が進んでおり、多くの漁船が更新時期を迎えている。国は 

中核的担い手が漁船を更新する場合には「浜の担い手漁船リース緊急事業」

により支援しているが、当該事業を希望する漁業者も多く、要望に応える 

ことができない状況にある。 

○ 平成 25 年の県内漁業経営体数は、2,441 経営体で、平成 20 年に比べ 677  

経営体（21.7%）が減少した。個人経営の目安となる、漁船 5ｔ未満の経営体

は 1,793 経営体（総経営体数に占める割合 73.5%）で、平成 20 年に比べ 489

経営体(21.4%)が減少している。 

○ 国では、新規漁業就業者総合支援事業により、漁業の将来を担う人材の  

確保・育成を行っているものの、農業次世代人材投資資金の経営開始型の  

ように経営が軌道に乗るまでの間の支援がない。 
また、家族承継する漁家子弟を対象とした就業支援制度がない。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（１）力強い産地づくりのための支援 
 

提案・要望先 農林水産省、環境省、国土交通省 

県担当部局  農林水産部           

 

【提案・要望事項名】 ⑤東京湾における漁場環境再生への取組強化 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 東京湾漁業に大きな負の影響を及ぼしている貧酸素水塊の解消に向けた

取組を強化すること。 

２ マコガレイやアサリなどの魚介類が豊富に存在し、ノリ養殖が安定的に 

行うことができる漁場環境の整備に取り組むこと。 

３ 減少した水産資源を回復するため、覆砂等により水産資源の生息や産卵に

適した底質改善及び浅場造成等を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東京湾は１都２県に囲まれた閉鎖性の海域であり、古くから漁業が盛ん

で、本県漁業の中でも重要な位置を占め、生産される水産物は「江戸前もの」

として高く評価されている。 

 ○ しかしながら、東京湾周辺への人口や産業の集中・集積に伴う環境負荷の

増大により、春から秋にかけての貧酸素水塊の形成は常態化・長期化し、 

青潮も毎年発生するなど、東京湾の漁場環境は大きく変化してきた。 

○ こうした中、近年、マコガレイやアサリの生産量が大きく減少するととも

に、秋季の海水温低下の遅れにより年内のノリ養殖生産が低迷して、平成 

２７、２８年漁期が凶作となるなど、特に富津市以北の東京湾における漁業

の存続は危機に瀕している。 

○ 県では、東京湾に流入する汚濁負荷の削減を図るとともに、漁業被害を 

軽減するため、貧酸素水塊情報の提供や覆砂による地盤の嵩上げ支援等の 

対策を講じているが、貧酸素水塊の解消等の東京湾全体の漁場環境再生は、

国の取組が不可欠である。 

○ 国においては、９都県市及び関係省庁からなる「東京湾再生推進会議」を

設置し、平成１５年から１０年間の取組が行われたが、底層の溶存酸素量等

の改善傾向を示すには至らず、平成２５年以降第２期の取組が進められて 

いるが、具体的な施策がなかなか進んでいない状況にある。 

○ また、東京湾等の閉鎖性海域では、貧酸素水塊の発生等により水生生物の
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生息等に障害が生じていることから、平成２８年３月、水域の底層を生息域

とする魚介類等の水生生物の、生存や再生産が適切に行われることを目的に、

「底層溶存酸素量」が新たに水質汚濁に係る環境基準に追加された。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（２）農林水産物、食品等の輸出に対する支援 
 

提案・要望先 農林水産省       

県担当部局  商工労働部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】 農林水産物、食品等の輸出に対する支援 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 日本から輸出される食品等に対する諸外国の規制状況を把握し、引き続き

都道府県等に速やかに情報を提供すること。 

２ 依然として輸入規制を強化している諸外国に対して、安全性に関する正確

な情報を十分に提供するとともに、科学的根拠に基づかない過剰な措置を 

とることがないよう、引き続き働きかけを行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東京電力福島第一原子力発電所の事故の後、日本から輸出される食品等

に対して、多くの国や地域で輸入規制が実施された。平成２８年度までに、

タイなどで規制が緩和され、要望に対する一定の成果が見られたものの、 

依然として、千葉県産の食品等の輸入を全面的に停止している国や、政府 

作成の放射性物質検査証明書の添付を求めている国、検査機関作成の検査

レポートの添付を求めている国があり、食品を輸出する県内食品関連企業、

団体等の負担となっている。 

 ○ 本県が現在、重点的に交流等を推進している国・地域の一つである台湾で

は、千葉県を含む５県に対する食品（酒類を除く）の輸入停止に加え、平成

２７年５月に、新たに４２都道府県を対象として輸入規制を強化する措置

がとられた中、平成２８年には政権が代わり、輸入規制の解除に向けた公聴

会等が行われているが、一部のメディアなどの強い反発等の情報も確認 

され、規制の解除が不透明な状況となっている。 

○ また、水産物の輸出拡大が期待される韓国については、同国が実施してい

る水産物の輸入規制に対し、我が国政府が規制解除を求めて世界貿易機関

（ＷＴＯ）にパネル（紛争解決小委員会）の設置を要請し、平成２７年９月

に設置され、平成２８年２月にはパネリストが決定され審理が始まっている。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（３）国際的な経済連携における農林水産業等への十分な配慮 
 

提案・要望先 農林水産省、経済産業省 

県担当部局  商工労働部、農林水産部 

 

【提案・要望事項名】 

国際的な経済連携における農林水産業等への十分な配慮 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 現在交渉中の日ＥＵ・ＥＰＡなどについて、十分な情報提供と必要な国境 

措置を確保すること。 

２ 国際的な経済連携に対する農林漁業者の将来への不安を払拭し、確実に 

再生産が可能となるよう、農林水産業の体質強化対策を継続的に実施する  

こと。 

３ 経済のグローバル化に伴い増加傾向にある中小企業に対する海外展開へ

の支援を継続的に実施すること。 

【直面している課題・背景】  
○ ＴＰＰ協定については、米国が平成２９年１月３０日に離脱することを 

他のＴＰＰ署名国に通知しており、ＴＰＰ協定の発効は不透明な状況と  

なっている。 

○ 国では、ＴＰＰ協定の早期発効を目指しながら、日ＥＵ・ＥＰＡの早期  

合意や、東アジア地域包括的経済連携（ＲＣＥＰ）などの協定交渉を進めて

いる。 

○ ４月１８日に「日米経済対話」の初回会合が行われ、麻生副総理と    

ペンス米国副大統領は、自由で公正なルールに基づく貿易と投資は、日米の

みならず、世界経済の成長と繁栄を実現するための不可欠な価値であり、 

行動原則であることを確認した。 

○ 海外の成長市場を獲得し、その恩恵を我が国の地域に取り込んでいくこと

は重要なことであるが、国際的な経済連携協定の交渉結果により、地域の 

基幹産業である農林水産業には価格低下などの大きな影響が懸念され、県内

の生産現場では、将来への不安感が増大しており、十分な配慮が必要である。 

○ 中小企業の海外展開については、海外を市場として取り組むことで我が国

経済の成長に寄与するものであり、継続的な支援が必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

９ 農林水産業の振興 

（４）高病原性鳥インフルエンザ等の防疫体制の強化 
 

提案・要望先 農林水産省 

県担当部局  農林水産部 

 

【提案・要望事項名】 高病原性鳥インフルエンザ等の防疫体制の強化  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 大規模農場での発生や他県との同時発生など様々な状況に、迅速かつ確実

な防疫対応ができるよう、国においても防疫資材の備蓄機能の拡充と防疫 

作業の動員体制を強化すること。 

２ 家畜防疫を取り巻く環境の変化に適応するため、家畜保健衛生所の機能 

強化に対する施設整備等の補助対象を拡大するとともに充分な予算措置を 

講じること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 平成２９年３月２４日に飼養羽数約６.２万羽の農場で発生した高病原 

性鳥インフルエンザでは、発生から移動制限の解除までに県、市町村、関係

団体・企業、自衛隊等、延べ約５千人を動員して、早期に防疫作業を完了  

した。 

○ 高病原性鳥インフルエンザ等が発生した場合には、迅速かつ確実な初動 

対応により感染の拡大を防ぐ必要がある。そのためには、防疫資材の安定的

な供給と、防疫作業員の十分な確保が特に重要であるが、県単独での備蓄や

動員体制の強化には限界がある。 
隣県においても発生に備えた防疫対応を強化する必要があるため、協力を

要請することは難しい。 

 ○ 全国有数の畜産県である本県では、畜産農家の大規模化や偏在化が進展

しており、高病原性鳥インフルエンザ等が発生し、まん延した場合には、 

被害が甚大になる恐れがあることから、迅速かつ的確な防疫活動を行う 

危機管理拠点として家畜保健衛生所の機能を強化する必要がある。 
現在、消費・安全対策交付金の補助対象は、高度バイオセキュリティ対応

施設の整備に限られ、それ以外の機能強化に資する検査室や備蓄倉庫などの

整備は対象外である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（１）東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
 首都圏における交流・連携の強化、地域経済の活性化や都心部の迂回機能

を確保するため、東京湾アクアライン通行料金引下げが首都圏にもたらす 

効果等を十分踏まえ、「アクアライン割引」を継続すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東京湾アクアラインは、首都圏中央連絡自動車道と一体となって、首都圏

における交流・連携の強化や、災害時・緊急時における都心と成田国際空港

を結ぶ代替ルートの確保、迂回機能による湾岸部の交通渋滞の緩和などに

も大きく貢献し、国土の強靭化と地方創生を実現していくうえで極めて 

重要な高速道路である。 

 ○ 平成２１年８月から実施した通行料金８００円（ETC 普通車）の社会実

験では、アクアラインを活用した「人」、「モノ」の動きが活発化し、通行料

金割引が観光や企業進出、物流など、の本県産業の生産性の向上や地域経済

の活性化に大きく寄与していることが確認された。 

○ 国において、平成２６年４月から国及び千葉県の負担を前提に「アクア 

ライン割引」として通行料金８００円（ETC 普通車）が、当分の間、継続

された。それ以降、２年６か月間の割引による経済波及効果は、首都圏に  

おいて約１，１５５億円と推計され、千葉県のみならず首都圏に大きな経済

効果がもたらされていることが確認されたところである。 

 ○ 今後も、アクアラインの効果を最大限発揮し、首都圏にもたらされる経済

の好循環を加速させ、さらに波及させていくためには、「アクアライン割引」

を継続させることが必要不可欠である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（２）首都圏中央連絡自動車道の建設促進 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 首都圏中央連絡自動車道の建設促進  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 大栄から横芝間の早期完成 

大栄から横芝間については、用地取得並びに工事を確実に進め、早期に

開通目標を設定し事業を推進するとともに、必要な予算を確保して、  

圏央道の一日も早い全線開通を図ること。 

２ ４車線化の整備促進 

圏央道の暫定２車線区間については、早期に４車線化に着手し一日も 

早く完成させること。 

３ インターチェンジ等の整備促進 

圏央道の利便性の向上や地域の活性化に大きく寄与する（仮称）かずさ

インターチェンジ、（仮称）大網白里スマートインターチェンジ及び（仮称）

茂原長柄スマートインターチェンジの整備促進を図るとともに、圏央道の

ストック効果を最大限発揮させるため、インターチェンジへのアクセス 

道路が確実に整備されるよう必要な予算を確保すること。 

 

【直面している課題・背景】  
 ○ 首都圏中央連絡自動車道（圏央道）は、東日本と西日本を結ぶ交通の  

大動脈として、本県経済の活性化や成田国際空港の機能強化、さらには  

災害時の救急救命活動など防災力の強化を図る上で、極めて重要な道路で

ある。 

 ○ 平成２９年２月２６日に茨城県境古河ＩＣから、つくば中央ＩＣ間が 

開通したことにより、東関東自動車道から東名高速道路までの間が接続し、

成田国際空港から関東各地の観光地へのアクセス向上、沿線の大型物流施

設の立地促進が期待されている。本県の状況としては、県内区間９５ｋｍの

うち、約８割にあたる７６ｋｍが開通したところであるが、圏央道の整備に

よるストック効果を県内においても最大限発揮させるため、残る大栄から

横芝間の一日も早い開通が不可欠である。そのため、用地取得を加速させる

とともに、工事を確実に進め一日も早い全線開通を図ること必要である。 

 ○ 本県の圏央道の大部分の区間が暫定２車線で開通しており、対面交通の
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安全性や走行性、大規模災害時の対応などに課題があり、安全で円滑な  

交通の確保や生産性の向上を図るためにも、早期に４車線化に着手し、  

一日も早く完成させることが必要である。 

 ○ インターチェンジのアクセス道路は、圏央道の利便性の向上や地域の 

活性化に大きく寄与することから、確実に整備していく必要がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（３）北千葉道路の早期整備 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 北千葉道路の早期整備  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 国道４６４号の全線の直轄編入を図ること。特に西側区間（小室ＩＣ以西）

を速やかに直轄管理区間とすること。 

２ 西側区間（小室ＩＣ以西）は、有料道路事業制度を活用し、専用部と   

一般部を併設した規格の高い道路を整備すること。 

３ 東側の未供用区間について、国で事業を進めている区間においては、平成

３０年度までの開通に向け着実に事業進捗を図るとともに、残る県で事業を

進めている区間においては、早期開通に向け予算の確保を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東京外かく環状道路と成田国際空港を最短ルートで結び、沿線にある 

千葉ニュータウン、成田ニュータウンを連絡する道路である国道４６４号

北千葉道路は、国際競争力の強化や周辺道路の渋滞緩和による物流等の 

効率化、災害時における緊急輸送道路の確保等に寄与し、国土強靭化と地方

創生を実現する、千葉県のみならず、我が国にとって重要な道路である。 

 ○ 現在、全体区間約４３ｋｍのうち、平成２９年２月１９日に印西市若萩か

ら成田市北須賀までの４．２ｋｍが開通し、約２６ｋｍが供用となったとこ

ろである。残る東側の７．５ｋｍについて、県と国が分担し事業を進めてお

り、市川市から鎌ケ谷市間の約９ｋｍは、国による直轄調査を実施されてい

るところであるが、事業化には至っていない状況である。 

 ○ 東側の７．５ｋｍのうち、成田市船形から成田市押畑間は、平成３０年度

までの開通を目標に、国が全面的に工事を展開しており、続く成田市押畑 

から成田市大山間は、県が用地取得を進めるとともに、今年度から橋梁工事

に着手する予定である。 

 ○ 小室インターチェンジ以西の西側区間については、平成２８年１２月 

１９日に国、県、市及び高速道路会社で組織される「千葉県道路協議会」を

開催し、事業主体や有料道路事業を視野に入れた整備方針について確認 

したところであり、その後、関係機関とともに専用部と一般部の連結位置 

などについて議論を進めているところである。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（４）東京外かく環状道路の建設促進 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 東京外かく環状道路の建設促進  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 東京外かく環状道路の京葉道路との接続部である（仮称）京葉ジャンク 

ションについては、京葉道路千葉方向と湾岸道路方向とを連絡するランプの

整備を進め、早期にフルジャンクション化を図ること。 

２ 平成２９年度の外環道の開通に伴う周辺環境の状況を把握し、必要に  

応じて適切な対策を講じる等、環境の保全に努めること。 

３ 本道路と密接に関連するまちづくりのための道路、河川、下水道等の事業

については、県や地元市が行っている整備を着実に推進するための予算を 

確保すること。 

 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東京外かく環状道路は、首都圏中央連絡自動車道等とともに千葉県内の

広域幹線道路の基幹となり、県北西部の慢性的な交通混雑の緩和や都市 

基盤の整備を図る上から大きな役割を果たすとともに、首都直下地震等の

災害時に地域の安全性の向上に寄与する観点からも極めて重要な道路で 

ある。 

 ○ 本道路の（仮称）京葉ジャンクションについては、外環道と京葉道路とを

相互に接続し、都心への交通分散や非常時の迂回機能など、大きな役割を 

担う立体交差施設であることから、現在、高速道路会社において、ランプの

整備が進められている。未完成のランプ整備し、早期にフルジャンクション

化を実現する必要がある。 

○ 道路は、環境保全に十分配慮し、事業の推進が図られるものであり、県が

組織する、「東京外かく環状道路連絡協議会 環境保全専門部会（※）」に   

おいて、国及び高速道路会社により示された、東京外かく環状道路（千葉県

区間）供用後環境監視計画に基づき、周辺環境の状況を把握し、必要に   

応じて適切な対策を講じる等、環境の保全に努める必要がある。 

（※）環境保全専門部会：千葉外環の都市計画変更（都計アセス）の際に環境担当部局   

から出された意見に対する都市計画決定権者の意見のフォローアップを行う会議体。

事業者（国・NEXCO）、県、市で組織。 
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○ 本道路と密接に関連するまちづくりのための事業として、県は、地元の 

市川市（９分類２２項目）・松戸市から要望されている（仮称）妙典橋や   

江戸川左岸流域下水道市川幹線・松戸幹線などを整備したところであり、 

そのほか国道１４号市川拡幅、一級河川高谷川、江戸川第一終末処理場など、

今後も着実に整備を進めて行く必要がある。 

  



 

78 
 

平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（５）高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実  

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 東関東自動車道館山線及び富津館山道路等の４車線化 

ア 東関東自動車道館山線の機能強化を図るため、木更津南ジャンク  

ションから富津竹岡インターチェンジ間の４車線化について、（仮称） 

浅間山バスストップの整備促進を含め、平成３０年度までに確実に完成

させること。 

イ 富津館山道路については、４車線化に向けた計画の具体化を図る  

こと。 

ウ 富津館山道路の終点部である富浦インターチェンジから館山市内 

までの国道１２７号については、ボトルネックとなっている館富   

トンネルの４車線化等の機能強化を図ること。 

２ 京葉道路の渋滞対策の推進 

渋滞の著しい京葉道路については、湾岸地域の円滑な交通の確保を図る 

ため、早期に車線追加などの抜本的な対策の計画を具体化し、工事に着手 

すること。 

３ 東京湾岸道路の整備促進 

ア 東京湾岸道路を構成する国道３５７号については、塩浜立体、舞浜 

立体及び船橋市域の渋滞対策のための事業推進を図ること。 

イ 東京湾岸道路の千葉地区専用部や未整備区間について、計画の早期 

具体化を図ること。 

４ 第二東京湾岸道路の早期具体化 

湾岸地域における抜本的な渋滞対策を図るとともに、湾岸地域の更なる 

発展のために、早期に計画の具体化がなされるよう、調査・検討を進める  

こと。 

５ 国道１６号千葉柏道路の早期具体化 

千葉市から東葛飾北部地域にかけての唯一の広域幹線道路である国道 

１６号の渋滞緩和、千葉県北西部の交通の円滑化による生産性の向上や経済
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の好循環を図るため、国道１６号千葉柏道路の早期具体化を図ること。 

６ 銚子連絡道路や長生グリーンラインなどの幹線道路網の整備推進 

銚子連絡道路や長生グリーンラインを含む茂原から館山までの道路など

の地域高規格道路等をはじめとする県内の国道、及び主要な県道の体系的 

かつ早急な整備の推進のため、予算の確保を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 全国的な交流と連携を強化し、国際的な戦略拠点などを結び、地域の交流

と連携を支える高規格幹線道路と、それを補完する地域高規格道路等の 

整備を進め、その波及効果を全県に広げるとともに、生産性を向上し、災害

時における緊急輸送道路の強化、渋滞の解消、交通事故削減など、安全で 

快適な生活環境を目指した道路の整備を進めているところである。 

 ○ 湾岸部の主要都市や重要港湾、臨海コンビナート、大規模集客施設などの

都市機能が集積する地域を、環状に連結する湾岸地域においては、いまだ 

渋滞は解消されておらず、また、東京湾アクアライン着岸地周辺地域などで

は、大規模商業施設の拡大が続いており、両地域ともに交通状況が変化  

しつつあるところである。そのため、東京湾岸道路の一部をなす国道３５７

号においては、舞浜立体の工事など渋滞対策が進められているが、湾岸地域

の将来の発展のため、第二東京湾岸道路等による湾岸軸の強化とともに 

南房総地域のアクセス強化が必要である。 

 ○ 国土強靭化と地方創生を実現し、経済に好循環をもたらすストック効果

を早期に発揮させるため、県内各地を結ぶ道路ネットワーク機能の充実が

必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（６）道路財特法に基づく国の負担又は補助の割合の特例（いわゆる補助率等の

かさ上げ）の期限延長 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 

 道路財特法に基づく国の負担又は補助の割合の特例（いわゆる補助率等の

かさ上げ）の期限延長 

 

   
【具体的な提案・要望内容】 
 

地方の道路整備に必要な予算を安定的に確保していくため、国庫補助制度

の拡充とともに、「道路整備事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律

（道路財特法）」に基づく補助率等のかさ上げ措置の期限を延長し、平成  

３０年度以降も継続すること。 

 

【直面している課題・背景】 
 
 ○ これまでも、地域高規格道路などの道路整備に対して国庫補助制度が 

適用されており、平成２９年度からインターチェンジアクセス道路に国庫

補助制度が適用されることとなった。引き続き、トンネル工事など多年度に

跨る大規模な工事等に対して国庫補助制度の更なる拡充により、道路整備

に必要となる安定的な予算を確保する必要がある。 

 ○ 地域の生活に密着した道路の整備を安定的に推進するため、「道路整備 

事業に係る国の財政上の特別措置に関する法律」に基づき、地方の道路整備

に係る国の負担の割合を引き上げる特例措置が取られてきたが、平成  

２９年度が期限となっており、安定的な予算を確保するため、平成３０年度

以降も継続する必要がある。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（７）社会資本整備の推進と適正な維持管理 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 

①地域の活力向上のための道路整備や交通安全対策等の充実 

 

   
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ インターチェンジ・主要観光地・高次医療施設などへのアクセス向上や 

主要渋滞箇所の対策等を図るための道路整備を図ること。 

２ 通学路における児童等の安全を確保するとともに、高齢者や障がい者など  

誰もが安全に安心して通行できるよう利用者の視点に立った歩道の整備や

自転車走行環境の改善、交差点改良等の交通安全対策について、安定的な 

予算の確保を図ること。 

３ 老朽化が進む道路施設の着実な点検等を促進するため、コスト縮減が  

図れる点検に関する新技術の開発などを推進すること。 

 

【直面している課題・背景】  
○ いまだ多くの未整備区間が残っている本県において、広域的な幹線道路

の整備により、経済に好循環をもたらすストック効果を早期に発揮させる

ため、これを補完する国道、県道及び市町村道の充実を図る必要がある。 

○ 通学路の緊急点検の結果を踏まえた安全の確保や、高齢者や障がい者に 

配慮した対策など、交通安全環境の改善に向けた取組も急務となっている。 

○ 道路施設の老朽化が進む中、施設ごとに長寿命化修繕計画を策定し、  

事後的な修繕から予防的な修繕への転換に取組んでいるところであるが、 

予防的な修繕に必要な情報を得るために行う点検については、厳しい財政 

状況の中で、効果的・効率的な、コスト縮減のための新技術の開発などが  

必要である。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（７）社会資本整備の推進と適正な維持管理 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ②連続立体交差事業の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 連続立体交差事業の計画的かつ円滑な事業推進を図るため、必要な予算を

確保すること。 

２ 年度毎に計画している工事内容に合わせ、予算の集中投資が適切に実施 

できるよう、債務負担行為を含めた新たな補助制度の創設を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 千葉県では、新京成線新鎌ヶ谷駅付近、東武野田線野田市駅付近において

連続立体交差事業を進めているところである。 

 ○ 連続立体交差事業は、交通渋滞の緩和や踏切の危険性、市街地の分断等を

解消する、市街地整備の骨格をなす重要な事業であるが、通常の街路事業と

比べ事業規模が大きく、かつ事業費の集中投資が必要となる。 

○ 今後も計画的かつ円滑な事業推進を図る為、必要な予算の確保に加え、 

複数年にわたって必要な工事内容に合わせた集中投資が適切に実施できる

よう、新たな補助制度の創設を要望する。 

○ なお、連続立体交差事業で除去される踏切は、踏切道改良促進法で指定さ

れた箇所であり、早急な対策が必要である。 

【参考】 
 ア 新京成線連続立体交差事業（鎌ケ谷市） 
  ・事業区間      新京成線（鎌ヶ谷大仏駅～くぬぎ山駅） 
  ・事業延長      ３，２５７ｍ 
  ・認可期間      平成１３年度～平成３６年度 
  ・除去踏切数     １２箇所 
  ・高架化される駅   初富駅、新鎌ヶ谷駅、北初富駅 
  ・総事業費      約４９５億円 
  
イ 東武野田線連続立体交差事業（野田市） 

  ・事業区間      東武野田線（清水公園駅～梅郷駅） 
  ・事業延長      ２，９０５ｍ 
  ・認可期間      平成１９年度～平成３５年度 
  ・除去踏切数     １１箇所 
  ・高架化される駅   愛宕駅、野田市駅 

    ・総事業費      約３５３億円 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（７）社会資本整備の推進と適正な維持管理 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ③河川管理施設の適切な維持管理・更新の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 排水機場等河川管理施設の適正な維持管理、更新のための安定した予算 

確保を図るとともに、補助事業採択基準の引下げ、補助率増嵩等、費用負担

の軽減を図ること。 

２ 人口等が集積した市街地区域内におけるコンクリート護岸や矢板護岸等

について、補助事業の採択要件の緩和などにより、費用負担の軽減を図る 

こと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 県で管理している排水機場、水門等は、人口が集中する北西部に多く、 

初期に設置された施設は、既に耐用年数を超過している状況である。排水機

場等に機能障害が生じた場合には、洪水や浸水等、甚大な被害が生じること

から、維持管理及び更新を適正に実施する必要があるが、既に老朽化した 

施設が多いことから、今後、維持管理及び更新に要する費用の増大が懸念 

される。国では、県において長寿命化計画を策定したもので、延命化に必要

な費用が概ね４億円以上である排水機場等を補助対象要件に、特定構造物

改築事業として延命化事業を実施しているが、補助対象とならない比較的

小規模な施設も多く、維持管理費の確保が課題となっている。 

 ○ 県管理河川の護岸等においては、経年劣化による老朽化が進行しており、

一部の施設では老朽化が原因となった被害も発生している。そのため、老朽

化した護岸等の早急な更新が必要であるが、国の特定構造物改築事業及び

応急対策事業においては、コンクリート護岸や矢板護岸等の老朽化対策が

交付対象となっておらず、事業費の確保が課題となっている。 

【参考】                        （単位：箇所） 

施設種類 交付金対象 交付金対象外 

排水機場 １５ ８ 

水門・樋門等 １５ ５７ 

コンクリート護岸・矢板護岸等 － 全て 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（７）社会資本整備の推進と適正な維持管理 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 ④利根川及び江戸川の堤防整備の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 安全な県土の形成のため、人口が集中する東葛飾・葛南地域における  

江戸川の堤防整備等を進めると共に、利根川下流部における河道掘削及び 

無堤区間の築堤工事を積極的に推進すること。 

２ 印旛沼を調節池として活用した放水路について、「利根川水系利根川・  

江戸川河川整備計画」に位置付けを行い、整備を実施すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 平成２７年９月の関東・東北豪雨では鬼怒川の堤防が決壊し、広範囲の 

浸水、家屋の倒壊・流出など、甚大な被害が発生した。このことからも、  

利根川と江戸川に接する千葉県にとって、堤防整備は喫緊の課題である。 

○ 利根川及び江戸川の直轄河川工事については、平成２５年５月に国が策定

（平成２８年２月一部変更）した「利根川水系利根川・江戸川河川整備計画」

に基づき堤防整備等を進めていくこととなる。 

○ 江戸川については、堤防の断面が不足している箇所があり、暫定堤防を 

完成堤防にしていくこととしているが、東京都及び埼玉県側（右岸側）に  

比べ、千葉県側（左岸側）の堤防整備の遅れが懸念される。 

○ 利根川については、下流部において流下能力を確保するため、河道掘削 

及び無堤区間における築堤工事を実施することとしているが、整備が完了 

するまで概ね２０～３０年の期間を要する見込みである。 

○ 「利根川水系河川整備基本方針」には、「印旛沼を利根川の調節池として

活用した放水路を整備する」とされているが、「河川整備計画」には、その

位置付けが無い。平成２５年１０月の台風２６号の降雨では、印旛沼が過去

最高水位を記録し、流域では多くの浸水被害が発生した。また、印旛沼と  

利根川を結ぶ長門川において、河岸の侵食が顕著である。このため、流域  

市町で組織される「印旛沼関連事業市町連絡協議会」より早急な整備が要望

されている。 
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【参考：利根川水系河川整備基本方針（抜粋）】 

（２）河川の総合的な保全と利用に関する基本方針 

    ア 災害の発生の防止又は軽減 

     利根川の取手から下流においては、（中略）印旛沼を調節池として活用した放

水路を整備する。なお、整備にあたっては、関係機関と連携・調整を行い、印旛

沼の水質改善対策や周辺の内水対策にも配慮する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     （上図は河川整備基本方針の流量配分図） 

※利根川から印旛沼を経由して東京湾へ抜ける放水路が位置付けされている） 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（７）社会資本整備の推進と適正な維持管理 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 
【提案・要望事項名】 

⑤社会資本の整備や老朽化対策等に係る財政支援の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 社会資本の整備及び施設の老朽化対策等を着実に進めるため、必要な公共

事業予算を安定的・持続的に確保すること。 

２ 社会資本整備総合交付金や防災・安全交付金など、制度をより一層拡充し、

地方への財政支援の充実を図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 千葉県ではこれまでの公共投資により、物流施設の立地など、民間の投資

が拡大され、新たな雇用が創出されるなどのストック効果が着実に現れて

きているものの、その効果を更に県内へ広く波及させていくために必要な

国県道や、安全安心な生活を支えるための河川や港湾、公園などの社会資本

整備は未だ十分ではない状況であり、引き続き、生産性の向上を導く   

ストック効果の高い公共投資が必要である。 

 ○ さらに、全国的に高度経済成長期に建設された道路、河川、港湾、公園、  

下水道などの社会資本の老朽化が急速に進んでいる中、千葉県においても、

施設ごとに長寿命化計画を策定し、事後的な修繕から予防的な修繕への 

転換に取り組んでいるところであるが、今後、計画の実現に向けて、老朽化 

対策に要する費用や維持管理費が大きく増大していくことが懸念される。

また、首都直下地震や近年頻発する大規模自然災害に備えた、防災・減災 

対策の充実についても喫緊の課題である。 
  



 

88 
 

平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（８）八ッ場ダム建設事業の早期完成 
 

提案・要望先 国土交通省       

県担当部局  総合企画部、県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 八ッ場ダム建設事業の早期完成 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

八ッ場ダムは、利根川沿川地域の人々の生命・財産を洪水から守るととも

に、首都圏の水資源の安定確保に資する重要な施設であることから、ダムの

効果を早期に発現するよう、工期を厳守するとともに、更なるコスト縮減を

図り、総事業費の圧縮に努めること。 

【直面している課題・背景】 
 
○ 八ッ場ダムは、利根川上流ダム群の一翼を担うダムであり、洪水調節量

5,500 m³ /s のうち最大で 1,820 m³ /s を担う重要な施設である。 

○ 千葉県は、利根川の最下流部に位置しており、ひとたび洪水の被害を受け

ると、その被害は極めて大きいものと想定される。このことから、八ッ場  

ダムは利根川上流で洪水調節を行い、下流の洪水を低減させるために必要で

あり、本県にとって重要な施設であると判断される。 

○ 一方で、千葉県は、水源の約３分の２を利根川水系に依存している。 

○ これまで、利根川本川では、平成４年に現在の上流８ダムの供給体制に 

なって以来、平成６年及び８年に３０％の取水制限、平成９年、１３年、  

２４年、２５年そして２８年も１０％の取水制限の渇水に見舞われ、県民 

生活及び社会経済活動に多大な影響がでており、県民等に必要不可欠な水を

安定的に給水するため、渇水に対する安全性を高める必要がある。 

○ また、将来の気候変動に伴い、渇水の増加が予測されていることからも、

上流ダム群の一つとなる八ッ場ダムにより、流況の改善及び安定化が図られ

るものであり、当該ダムは県民等への安定給水のために重要なダムである。 

○ 八ッ場ダムは、本県にとって、治水・利水の両面から必要不可欠な施設で

あることから、ダムの効果が早期に発現するよう、工期を厳守するとともに、

更なるコスト縮減を図り、総事業費の圧縮に努めることが望まれる。 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（９）九十九里浜における侵食対策の推進 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  県土整備部 

 

【提案・要望事項名】 九十九里浜における侵食対策の推進  
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

九十九里浜の侵食対策は、防護・利用・環境の観点から国土保全上特に  

重要なものである。九十九里浜全域（６０ｋｍ）の海岸保全施設の整備や  

養浜など侵食対策に対して、一層の推進のための予算の確保を図ること。  

また、整備が広範囲にわたり、事業費の増大と高度な技術力が必要となる

ため、国による直轄事業の必要性の検討を行うこと。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 九十九里浜（６０ｋｍ）では、沿岸漂砂の減少や地盤沈下により海岸侵食

が進み、越波等に対する防護レベルの低下や、砂浜喪失による海水浴場の 

閉鎖、動植物の生息環境の喪失など、深刻な影響が出ている。 

○ 特に、南九十九里浜（片貝海岸（九十九里町）～一宮海岸（一宮町））で

は、近年は台風に伴う波浪等により、各所で大規模な浜崖が発生するなど、

著しい砂の流出による防護レベルの脆弱化が進み、さらに、海浜空間の消失

により地域の活力が低下している。 

○ このため、平成２１年に南九十九里浜沿岸の市町村等により「南九十九里

浜保全対策協議会」が設立され、海岸保全施設の整備について継続的に要望

活動が実施されているところである。 

○ 現在、学識者や沿岸市町村長らで構成する検討会議を開催し、関係者と 

意見調整をしながら、九十九里浜全域での侵食対策手法について検討を進め

ているが、その対策には多大な事業費と高度な技術力が不可欠となる。 
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【参考：九十九里浜の侵食状況】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（10）公共交通機関の充実・確保 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  総合企画部 

 
【提案・要望事項名】 

①ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互直通運転の実現及び

ＪＲ京葉線の輸送力増強 
 
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との相互直通運転が実現する 

よう、ＪＲ東日本と東京臨海高速鉄道との協議の加速化や乗車経路の判別 

技術の開発などに取り組むこと。 

２ ＪＲ京葉線の一部区間の複々線化等の輸送力増強について促進すること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ ＪＲ京葉線とりんかい線の相互直通運転は、東京ディズニーリゾートや

幕張メッセなどの大型集客施設や宿泊施設等が多数立地する、東京湾岸 

地域の一体的な産業・観光の発展ばかりでなく、南房総・九十九里地域に 

おける通勤圏の拡大、産業や観光の振興、まちづくり等にとっても重要で 

ある。 

 ○ また、２０２０年東京オリンピック・パラリンピックでは、東京臨海部や

幕張メッセで多数の競技が開催される予定であり、会場間の円滑な輸送と

いう観点からも、両路線の相互直通運転は必要である。 

 ○ しかしながら、両路線は、新木場駅の蘇我寄りで線路が接続されている 

ものの、乗車経路が判別できないことによる運賃配分等の課題があるため、

相互直通運転が実施されていない。 

 ○ また、ＪＲ京葉線の朝ラッシュ時は混雑率が高く、混雑緩和を図る必要が

あること、また、同時間帯にりんかい線直通列車を運行した場合、東京駅  

方面への列車本数を削減せざるを得ないこと、などの課題があることから、

一部区間の複々線化等の輸送力増強にも取り組む必要がある。 
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【参考：京葉線・りんかい線路線図】 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（10）公共交通機関の充実・確保 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  総合企画部 

 
【提案・要望事項名】 

②東葉高速鉄道・北総鉄道の経営安定化に向けた支援の充実 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 

東葉高速鉄道及び北総鉄道の経営安定化を図るため、鉄道建設・運輸施設

整備支援機構に対する多額の長期債務の縮減や利払いの軽減など、各年の 

元利償還金の更なる軽減措置を講じること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 東葉高速鉄道及び北総鉄道は、建設費の増大により、鉄道建設・運輸施設

整備支援機構に対する多額の長期債務を抱えており、開業以来、その償還が

経営を圧迫する厳しい状況が続いている。 

 ○ このことは、両鉄道の建設当時、後につくばエクスプレス等で採用された

建設費の大半が無償資金で充てられるような制度がなく、財政投融資等の

有償資金を中心とするＰ線方式を両鉄道が採用せざるを得なかったことが

大きく影響している。 

 ○ こうした中で、県では、沿線自治体等と連携し、多額の追加出資等、様々

な経営支援策を実施するほか、沿線開発による需要増のための取組に努め

てきた。 

 ○ しかしながら、両鉄道の経営は、依然として金利の動向に大きく左右され

るなど、非常に脆弱な状態が続いており、会社の経営安定化を図るためには、

機構に対する長期債務の負担軽減や利払いの軽減などの根本的な対策が 

必要不可欠である。 
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【参考：各鉄道の建設費に占める無償資金の割合について】 

 

 
  

94.0% 6.0% 

9.7% 90.3% 

6.7% 93.3% 

首都圏新都市鉄道 
（宅鉄法） 

北総鉄道 
（P 線） 

東葉高速鉄道 
（P 線） 

■無償資金 □有償資金 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

10 活力と人にやさしい基盤整備とまちづくり 

（10）公共交通機関の充実・確保 
 

提案・要望先 国土交通省 

県担当部局  総合企画部 

 

【提案・要望事項名】 ③ホームドアの整備による転落防止対策の促進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ ホームドア（可動式ホーム柵を含む）の整備に係る、車両の扉位置の相違

などの課題に対応可能な、新たなタイプのホームドアの早期実用化に   

向けて、研究開発や実証実験に対する支援の拡充を図ること。 

２ ホームドアの整備に係る鉄道事業者の負担軽減のため支援の拡充を  

図ること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 近年、鉄道駅のホームからの転落事故や、列車との接触事故が相次いで 

発生したため、国土交通省では、平成 28 年 8 月から「駅ホームにおける 

安全性向上の検討会」を開催し、同年 12 月に転落防止対策を優先して実施

すべき駅の考え方や、転落防止対策の進め方の方針を示したところである。 

 ○ この方針では前回よりも、転落防止対策を加速的に進めていくこととし

ており、利用者１０万人以上の駅については、車両の扉位置が一定である等

の整備条件を満たしている場合、原則として平成３２年度までにホーム 

ドアを整備することとしている。また、利用者１万人以上の駅については、

平成３０年度までに内方線付き点状ブロックを整備することとしている。 

○ しかし、ホームドアの整備には、設置費用が多額であることや、車両の  

長さ・ドア位置・ドア数の相違への対応等、技術的な課題もある。 

○ 本県においても、平成２５年度に、鉄道駅におけるバリアフリー設備の 

補助制度を拡充し、ホームドアの整備費用も補助対象としたところであるが、

県内の利用者１０万人以上の駅におけるホームドアの設置は１６駅中２駅

に止まっている状況である。 
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【参考：ホームドアの設置状況（県内）】 

○ １日の利用者が１０万人以上の駅（１６駅）※  ※千葉県統計年鑑(H27) 

    ＪＲ(11)：市川、本八幡、西船橋、船橋、津田沼、千葉、 

舞浜、新浦安、海浜幕張、柏、松戸 

    東武鉄道(2)：船橋（設置済）、柏（設置済） 

    新京成電鉄(1)：松戸 

    東葉高速鉄道(1)：西船橋 

    東京メトロ(1)：西船橋 
そのうち、ホームドア整備済みの駅は、東武鉄道の船橋・柏の２駅。 

※ ホームドアが未整備の１４駅は、すべて整備条件を満たしていない場

合（車両の扉位置が一定でない等）に該当するため、新しいタイプのホ

ームドアにより対応する場合、概ね５年を目途に整備、整備着手するこ

ととなる。 

また、車両更新により対応する場合、更新後速やかに整備することと

なる。 

※ ホームドアが未整備の１４駅は、全て内方線付き点状ブロックが整備

されている。 

（参考） その他（１０万人未満） ホームドア設置済み駅（９駅） 

      首都圏新都市鉄道：５駅（鉄道建設時に設置） 
      舞浜リゾートライン：４駅（鉄道建設時に設置） 

◎１万人以上の駅 （１４５駅）  

うち、内方線付き点状ブロックを含めた整備状況は、８４駅。 

（整備率：５７．９％） 
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平成３０年度国の施策に対する重点提案・要望 
 

11 地方分権の推進 
 

提案・要望先 内閣府、総務省、財務省 

県担当部局  総合企画部       

 

【提案・要望事項名】 地方分権の推進 
  
【具体的な提案・要望内容】 
 
１ 地方分権改革を推進するため、地方への更なる事務・権限及び税財源の 

一体的な移譲とともに、「従うべき基準」の原則廃止を含めた義務付け・  

枠付けの見直しを行うこと。 

２ 地方分権改革を推し進めるために導入された「提案募集方式」について、

地方の発意に根差した提案の実現に向け積極的に取り組むこと。 

３ 国・地方の税財源配分のあり方を見直すとともに、税源の偏在性が小さく

税収が安定的な地方税体系を構築すること。 

４ 地方の安定的財政運営に必要な地方交付税の総額を確保・充実し、地方が

国に代わって借り入れる臨時財政対策債は廃止すること。 

５ 国庫補助負担金については、国と地方の役割分担を見直した上で、地方へ

の税源及び権限の移譲を中心とした改革を進めること。 

【直面している課題・背景】  
 ○ 地方分権改革は、個性豊かで活力に満ちた地域社会を構築し、地域の実情

に合った住民サービスの向上を図るための基盤であり、これまで、地方に 

対する事務・権限の移譲や義務付け・枠付けの見直しなど、様々な取組が 

行われてきたが、同時に地域が抱える課題も多様化・複雑化している。  
個々の地域課題について、地域が自らの発想と創意工夫により、それぞれ

の実情に応じた解決を図るためには、国と地方の役割分担を適切に見直し、

地方分権改革を更に推進していくことが不可欠である。 

○ 地方が担うべき事務権限に見合った税財源の移譲等は行われていない 

ことから、地方の安定的な財政運営に必要な一般財源総額を確保するととも

に、地方の財源不足は、臨時財政対策債による補てんではなく、地方交付税

の法定率の引上げを含めた抜本的な対策によって解消すべきである。 
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【参考：地方からの提案に関する対応状況】 

 

 

 

 

 

 

【参考：国と地方の税源配分（平成２７年度）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国と地方の税源配分（平成２７年度） 

国民の租税（租税総額＝９８．３兆円） 

国税（６０兆円） 

６１％ 

地方税（３８．３兆円） 

３９％ 

国の歳出（７０．７兆円） 

４２％ 

  地方の歳出（９７．７兆円） 

  ５８％ 

地方交付税 
国庫支出金等 

国と地方の税収（国６：地方４）と歳出規模（国４：地方６）の比率は逆転し

ており、地方が担うべき事務権限に見合った税財源が配分されていない。 
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【参考】２０２０年東京オリンピック・パラリンピック関連事項 

について 
 

 ２０２０年東京オリンピック・パラリンピックは、国や世代、文化を越えた 

交流を通じて、日本を夢や希望に溢れた社会にする絶好の機会である。 

競技会場となる幕張メッセや一宮町釣ヶ崎海岸、さらには空の表玄関・成田 

国際空港を有する本県としても、増大する交通需要に適切に対応し、世界最高 

水準の安心・安全な都市環境を提供するとともに、観光やＭＩＣＥ等による経済

の活性化により、首都圏全体の魅力の向上と経済発展に貢献することが重要で

あると考えている。 

２０２０年東京オリンピック・パラリンピックの成功及び本県の更なる発展

に向けて、次の事項を要望しているところである。 

 

重点提案・要望事項 ページ 

Ⅰ 危機管理・安全対策 

 

１(1)① 地震・津波対策に係る財政支援等  1 

２(1)① 警察官の増員 18 

２(1)② テロ対策の充実・強化 20 

Ⅱ 成田国際空港の利便性向上、交通ネットワーク・アクセスの強化 

 

７(1) 成田国際空港の機能の拡充 46 

10(1) 東京湾アクアライン通行料金の引下げ継続 72 

10(2) 首都圏中央連絡自動車道の建設促進 73 

10(3) 北千葉道路の早期整備 75 

10(4) 東京外かく環状道路の建設促進 76 

10(5) 高規格幹線道路等のネットワーク機能の充実 78 

10(9)① ＪＲ京葉線と東京臨海高速鉄道りんかい線との  
相互直通運転の実現及びＪＲ京葉線の輸送力増強 

91 

Ⅲ バリアフリー化の促進 

 10(9)③ ホームドアの整備による転落防止対策の促進 95 

Ⅳ 外国人受入体制 

 
７(2)① 観光立県の実現に向けた外国人旅行者誘致及び  

ＭＩＣＥの推進 
49 

 

 


